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０．はじめに 

中央教育審議会は，平成２６年７月２９日，文部科学大臣から「これからの学校教

育を担う教職員やチームとしての学校の在り方について」の諮問1を受けた。諮問にお

いては，これからの教育を担う教員に求められる指導力を，教員の専門性の中に明

確に位置付け，全ての教員がその指導力を身に付けることができるようにするため，

教員の養成･採用・研修の接続を重視して見直し，再構築するための方策について検

討する必要があるとされた。 

本諮問については，初等中等教育分科会に付託され，教員養成部会において審

議を行ってきたところである。 

審議に当たっては，平成２６年７月の同部会「教員の養成・採用・研修の改善に関

するワーキンググループ」における論点整理2等を踏まえつつ，教員の養成･採用・研

修の一体的改革を基本とした個別論点や，教職生涯にわたる職能成長を支える具体

的な制度設計の構築といった分野を中心に検討を重ね，平成２７年７月の中間まとめ
3を経て答申（案）として取りまとめたところである。 

なお，法令の規定上，国立学校，私立学校，公立学校それぞれの教員の扱いが

異なっているため，例えば教育委員会に関する記述など，公立学校の教員のみが念

頭に置かれた記述となっている部分もあるが，本答申（案）において対象としている教

員は，公教育を担う教員全体である。 

                                                                                                                                                     
1  「これからの学校教育を担う教職員やチームとしての学校の在り方について（諮問）」（平成２６年７月２９日） 
2 「教員の養成・採用・研修の改善について（論点整理）」（平成２６年７月２４日，中央教育審議会初等中等教育

分科会教員養成部会教員の養成・採用・研修の改善に関するワーキンググループ） 
3 「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（中間まとめ）」（平成２７年７月１６日，中央教育

審議会初等中等教育分科会教員養成部会） 
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１．検討の背景 

＜教員政策の重要性＞ 

 

◆ 新たな知識や技術の活用により社会の進歩や変化のスピードが速まる中，教員

の資質能力向上は我が国の最重要課題であり，世界の潮流でもある。 

 

知識基盤社会の到来と情報通信技術の急速な発展，社会・経済のグローバル化

や少子高齢化の進展など，我が国の社会は大きく変化してきた。特に近年は，人工

知能の研究やビッグデータの活用等による様々な分野における調査研究手法の開

発が進められており，将来，こうした新たな知識や技術の活用により，一層社会の進

歩や変化のスピードは速まる可能性がある。 

このような変化の中，我が国が将来に向けて更に発展し，繁栄を維持していくため

には，様々な分野で活躍できる質の高い人材育成が不可欠である。こうした人材育

成の中核を担うのが学校教育であり，その充実こそが我が国の将来を左右すると言

っても過言ではない。そのためには，学校における教育環境を充実させるとともに，

学校が組織として力を発揮できる体制を充実させるなど，様々な対応が必要である

が，中でも教育の直接の担い手である教員の資質能力を向上させることが最も重要

である。 

OECD の国際教員指導環境調査（以下「TALIS4」という。）では，初回の調査に当た

る２００８年調査の参加国が２４か国であったのに対し，２回目の調査に当たる２０１３

年調査では，参加国が３４か国に増加するなど，次代の教育の成否，ひいては各国

社会の行く末が教員に懸かっているとの認識の下，教員の育成に高い関心を持ち，

教員政策に全力を傾けるのが世界の潮流となっている。 

例えば，２０１１年の一般教書演説において，米国のオバマ大統領は，「この国を

良くしたいと思うなら，そして子供たちの未来に影響を及ぼしたいと思うなら，教師に

なりなさい」との旨を述べるとともに，「韓国では，教師を『国家を築く者たち（Nation 

Builders）』と呼んでいる」との例を引き合いに出したほどである5。 

我が国においても，従来「教育は人なり」との考えの下，教員について，教育職員

免許法，学校教育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育職員の人材

確保に関する特別措置法，教育公務員特例法，公立義務教育諸学校の学級編制及

び教職員定数の標準に関する法律等により，教員の養成・採用・研修の充実に努め

てきたところであり，上記のような社会変化が加速し，また新しい教育への期待が高

まる中，教員一人一人が，その職は高度に専門的なものであり，国家社会の活力を

作り出す重要な職であるとの誇りを持ちつつ，高い志で自ら研鑽
さん

することの重要性が

                                                                                                                                                     
4  国際教員指導環境調査（Teaching and Learning International Survey） 
5  White House, Remarks by the President in State of the Union Address, Jan 25,2011 
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改めて認識されるようになってきた。 

教員の資質能力の向上については，教育基本法第９条において「法律に定める学

校の教員は，自己の崇高な使命を深く自覚し，絶えず研究と修養に励み，その職責

の遂行に努めなければならない」，「前項の教員については，その使命と職責の重要

性にかんがみ，その身分は尊重され，待遇の適正が期せられるとともに，養成と研修

の充実が図られなければならない」こととされている。このように教員の資質能力の

向上は，教員自身の責務であるとともに，国，教育委員会，学校などの関係者にとっ

ても重要な責務である。 

 

＜学校を取り巻く環境変化＞ 

 

◆ 近年の教員の大量退職，大量採用の影響等により，教員の経験年数の均衡が

顕著に崩れ始め，かつてのように先輩教員から若手教員への知識・技能の伝承を

うまく図ることのできない状況があり，継続的な研修を充実させていくための環境整

備を図るなど，早急な対策が必要である。 

 

学校教育を取り巻く環境が大きく変化していることも認識する必要がある。かつて

は，教員に採用された後，学校現場における実践の中で，経験豊富な先輩教員から

経験の少ない若手教員へと知識・技能が伝承されることで資質能力の向上が図られ

てきたという側面が強かった。しかしながら，近年の教員の大量退職，大量採用の影

響により，必ずしもかつてのような先輩教員から若手教員への知識・技能の伝承がう

まく図られていない状況があるといった指摘も強い。 

実際，教員の経験年数の均衡が顕著に崩れ始めている。例えば，平成２５年度の

学校教員統計調査によると，中学校において，他の経験年数を有する教員に比べ，

経験年数５年未満である教員の割合が最も高く（約２０％），経験年数が１１年～１５

年であるいわゆるミドルリーダークラスの教員の割合（約８％）のおよそ２．５倍となっ

ている。 

義務教育段階の教員に関して，このように，経験年数５年未満の教員の割合がそ

の他の経験年数を有する教員の割合に比べて最も高い状況になったのは，少なくと

も現行の初任者研修制度が導入された平成元年以降の経緯を見ても近年まで例が

ない。 

教えを請うべき経験の浅い教員よりも，それらの教員を指導し得るミドルリーダー

としての経験を有する教員の方が少ないという，少なくとも直近の３０年間には経験し

たことのない状況である。 

このような状況に対策を打たなければ，先輩教員から若手教員への知識・技能の

伝達が途切れてしまう恐れもあり，若手教員が持つ知識・技能をどのように生かして
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いくかということも含め，継続的な研修の充実のための環境整備を図るなど，早急な

対策が必要である。 

 

 

図１ 教員の勤務経験年数の推移 

（文部科学省 学校教員統計調査（平成元年度，平成 13 年度及び平成 25 年度）） 

 

＜学び続ける教員＞ 

 

◆ 学ぶ意欲の高さなど，我が国の教員の強みを最大限に生かしつつ，子供に慕わ

れ，保護者に敬われ，地域に信頼される存在として更なる飛躍が図られる仕組み

の構築が必要である。 

 

平成２４年８月の中央教育審議会答申6では，学校が抱える多様な課題に対応し

新たな学びを展開できる実践的な指導力を身に付けるためには，教員自身が探究力

を持ち学び続ける存在であるべきであるという「学び続ける教員像」の確立を提言し

ており，真の意味で「学び続ける教員像」を具現化していくための教員政策を進めて

いく必要がある。 

元来，我が国の教員に対する国際的な評価は高く，特に，「Lesson Study」と呼ば

れる我が国の授業研究手法に対する関心は高い。また，TALIS においても示されて

いるように，我が国の教員は，他国と比べて他の教員や他の学校の授業を見学する

割合が高く，他者から学び授業改善のために学ぼうとする教員の様子をうかがうこと

ができる。 

しかしながら，一方で，同調査によると，「もう一度仕事を選べるとしたら，また教員

になりたい」と回答した教員の割合は，参加国平均が７７．６％であるのに対し，我が

                                                                                                                                                     
6  「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策（答申）」（平成２４年８月２８日，中央教育審

議会） 
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国の教員の割合は５８．１％と参加国中最低レベルであるほか，教職が社会的に高く

評価されていると思う教員の割合も２８．１％と低いレベルにある。その背景として，近

年，学校教育が抱える課題の多様化などに伴う教員の多忙化や，社会全体の高学

歴化等に伴い教員に対して専門職としての社会的評価が低下してきていること，さら

には地域の教育力の低下や家庭環境の多様化により学校に対する教育上の期待が

以前よりも増加している中で，そうした期待に十分に応えられない学校や教職員に対

する社会や保護者の反応も厳しくなっていることなどが考えられる。 

 

表１ 教員の自己満足度（TALIS 2013） 

 
 

これらのことから，我が国の教員の強みを最大限に生かしつつ，子供に慕われ，

保護者に敬われ，地域に信頼される存在として，更なる飛躍が図られる仕組みを構

築していくことが必要である。教員が誇りを持ちつつ子供たちの指導に当たれるよう

にするとともに，多くの子供たちに将来教員になりたいと思われるような改革を行わな

ければならない。 

こうした中，政府全体としても教員政策には高い関心を寄せており，内閣総理大臣

が主催する教育再生実行会議が平成２６年７月にまとめた第五次提言7においては，

自ら学び続ける強い意志を備えた質の高い教師を確保する必要があることが，平成

２７年５月の第七次提言8においては，教育の革新を実践できる人材を教師として得る

ための養成・採用・研修の改革を進める必要があることが提言されている。このように，

教員の資質能力の向上は教育政策の最重要課題であるだけでなく，内閣全体として

の最重要課題としても取り上げられており，現在またとない改革への気運が高まって

いる状況と言える。 

 

 

                                                                                                                                                     
7  「今後の学制等の在り方について（第五次提言）」（平成２６年７月３日，教育再生実行会議） 
8  「これからの時代に求められる資質・能力と，それを培う教育，教師の在り方について（第七次提言）」（平成２７

年５月１４日，教育再生実行会議） 
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＜社会に開かれた教育課程とチーム学校＞ 

 

◆ 教育課程の改善に向けた検討と歩調を合わせながら，各教科等の指導に関する

専門知識を備えた教えの専門家としての側面や，教科等を越えたカリキュラム•マ

ネジメントのために必要な力，アクティブ•ラーニングの視点から学習•指導方法を改

善していくために必要な力，学習評価の改善に必要な力などを備えた学びの専門

家としての側面も備えることが必要である。 

◆ 教員が多様な専門性を持つ人材等と連携・分担してチームとして職務を担うこと

により，学校の教育力•組織力を向上させることが必要であり，その中心的役割を

担う教員一人一人がスキルアップを図り，その役割に応じて活躍できるようにする

こととそのための環境整備を図ることが重要である。 

 

現在，初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について審議を行って

いる。平成２７年８月に，教育課程企画特別部会「論点整理」9を取りまとめ，学習指導

要領等改訂の基本的な方向性について以下のように示した。 

・  変化の激しい時代を乗り越え，伝統や文化に立脚し，高い志や意欲を持つ自

立した人間として，他者と協働しながら価値の創造に挑み，未来を切り開いてい

く力が求められる。子供たちに必要な資質能力を育成していくために，「学校」

の意義を今一度捉え直していく必要がある。学校とは，社会への準備段階であ

ると同時に，学校そのものが，子供たちや教職員，保護者，地域の人々などか

ら構成される一つの社会でもある。学校が社会や地域とのつながりを意識する

中で，社会の中の学校であるためには，学校生活の核となる教育課程もまた社

会とのつながりを大切にする必要がある。これからの教育課程には，社会の変

化に目を向け，教育が普遍的に目指す根幹を堅持しつつ，社会の変化を柔軟

に受け止めていく「社会に開かれた教育課程」としての役割が期待されている。 

・  次期学習指導要領の改訂の視点は，子供たちが「何を知っているか」だけで

はなく，「知っていることを使ってどのように社会・世界と関わり，よりよい人生を

送るか」ということであり，知識・技能，思考力・判断力・表現力等，学びに向かう

力や人間性など情意・態度等に関わるものの全てを，いかに総合的に育んでい

くかということである。学びの量とともに，質や深まりが重要であり，子供たちが

「どのように学ぶか」についても光を当てる必要があるとの認識の下，「課題の

発見と解決に向けて主体的･協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニン

グ」）」について検討を重ねてきた。変化を見通せないこれからの時代において，

                                                                                                                                                     
9  中央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会教育課程企画特別部会「論点整理」（平成２７年８月２６

日） 
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新しい社会の在り方を自ら創造することができる資質能力を子供たちに育むた

めには，教員自身が，習得・活用・探究といった学習過程全体を見直し，個々の

内容事項を指導することによって育まれる思考力，判断力，表現力等を自覚的

に認識しながら，子供たちの変化等を踏まえつつ自ら指導方法等を不断に見直

し，改善していくことが求められている。 

・  次期学習指導要領等の改訂が学習・指導方法について目指すのは，特定の

型を普及させることではなく，以下のような視点に立って学び全体を改善し，子

供の学びへの積極的関与と深い理解を促すような指導や学習環境を設定する

ことにより，子供たちがこうした学びを経験しながら，自信を育み必要な資質能

力を身に付けていくことができるようにすることである。そうした具体的な学習プ

ロセスは限りなく存在し得るものであり，教員一人一人が，子供たちの発達の段

階や発達の特性，子供の学習スタイルの多様性や教育的ニーズと教科等の学

習内容，単元の構成や学習の場面等に応じた方法について研究を重ね，ふさ

わしい方法を選択しながら，工夫して実践できるようにすることが重要である。 

ⅰ）習得・活用・探究という学習プロセスの中で，問題発見・解決を念頭に置

いた深い学びの過程が実現できているかどうか。 

ⅱ）他者との協働や外界との相互作用を通じて，自らの考えを広げ深める，

対話的な学びの過程が実現できているかどうか。 

ⅲ）子供たちが見通しを持って粘り強く取り組み，自らの学習活動を振り返っ

て次につなげる，主体的な学びの過程が実現できているかどうか。 

・  さらに，こうした学習・指導方法の改革と併せて，学びの成果として「どのよう

な力が身に付いたか」に関する学習評価の在り方についても，育成すべき資質

・能力を育む観点からの改善を図る必要があり，教育目標・内容と学習・指導方

法，学習評価の在り方を一体として捉えた学習指導要領等の在り方について検

討されている。 

・  また，各学校には，学習指導要領等を受け止めつつ，子供たちの姿や地域の

実情等を踏まえて，各学校が設定する教育目標を実現するために，学習指導

要領等に基づきどのような教育課程を編成し，どのようにそれを実施・評価し改

善していくのかという「カリキュラム・マネジメント」の確立が求められる10。 

                                                                                                                                                     
10  平成２７年８月の教育課程企画特別部会「論点整理」においては，「社会に開かれた教育課程」の実現を通じ

て子供たちに必要な資質・能力を育成するという新しい学習指導要領等の理念を踏まえ，これからの「カリキュラ

ム・マネジメント」については，以下の三つの側面から捉えられるとしている。 

① 各教科等の教育内容を相互の関係で捉え，学校の教育目標を踏まえた教科横断的な視点で，その目標

の達成に必要な教育の内容を組織的に配列していくこと。 

② 教育内容の質の向上に向けて，子供たちの姿や地域の現状等に関する調査や各種データ等に基づき，

教育課程を編成し，実施し，評価して改善を図る一連のＰＤＣＡサイクルを確立すること。 

③ 教育内容と，教育活動に必要な人的・物的資源等を，地域等の外部の資源も含めて活用しながら効果的

に組み合わせること。 
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こうした「論点整理」で示したような教育課程の改善の趣旨を実現するためには，

各教科等の指導に関する専門知識を備えた，いわば「教え」の専門家としての側面

や，前述の，「Lesson Study」と呼ばれる我が国独自の授業研究手法等を生かしつつ，

教科等を越えたカリキュラム・マネジメントのために必要な力，アクティブ・ラーニング

の視点から学習・指導方法を改善していくために必要な力，学習評価の改善に必要

な力などを備えた，いわば学びの専門家としての側面も備えることが必要であり，教

員の資質能力を向上させるための教員政策の改革が不可欠であることから，教育課

程の改善に向けた議論と歩調を合わせながら進めていく必要がある。 

あわせて，チームとしての学校の在り方も議論されてきた。教員が多様な専門性を

持つ人材等と連携・分担してチームとして職務を担うことにより，学校の教育力・組織

力を向上させることが必要であるが，その役割の中心を担う教員一人一人がスキル

アップを図り，組織の一員としてその役割に応じて活躍することができるようにするこ

ととそのための環境整備を図ることが極めて重要である。 

 

＜教員改革のチャンス＞ 

 

◆ 我が国の教員の強みを生かしつつ，教員制度を改革し，新たな学びを支える新し

い教員像を打ち出すことができれば学校教育の質を高め世界に発信できるチャン

スであり，教員の養成•採用•研修の一体的改革を推し進めるべきである。 

 

こうした教育を巡る時代の大きな転換点にある今，与えられた課題全てに対応して

いかなければならないが，決して悲観的に考えるべきではなく，我が国の教員の強み

を生かしつつ教員制度を改革し，新たな学びを支える新しい教員像を打ち出すことが

できれば，学校教育の質を高め世界に対し発信できるチャンスともなる。 

例えば，前述したように，教員の経験年数の不均衡は危機的状況ではあるものの，

見方を変えれば，ある意味では，新たな学びやチーム学校の理念を一気に進め，次

代を担う子供たちへの教育の質を今以上に向上させるチャンスであると捉えることも

できる。 

これらを踏まえれば，教員の養成・採用・研修を一体的に改革するのは今をおいて

ほかにはないと言える。 
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２．これからの時代の教員に求められる資質能力 

 

◆ これまで教員として不易とされてきた資質能力に加え，自律的に学ぶ姿勢を持ち，

時代の変化や自らのキャリアステージに応じて求められる資質能力を生涯にわた

って高めていくことのできる力や，情報を適切に収集し，選択し，活用する能力や

知識を有機的に結びつけ構造化する力などが必要である。 

◆ アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善，道徳教育の充実，小学校におけ

る外国語教育の早期化・教科化，ＩＣＴの活用，発達障害を含む特別な支援を必要

とする児童生徒等への対応などの新たな課題に対応できる力量を高めることが必

要である。 

◆ 「チーム学校」の考えの下，多様な専門性を持つ人材と効果的に連携・分担し，組

織的・協働的に諸課題の解決に取り組む力の醸成が必要である。 

 

教員が備えるべき資質能力については，例えば使命感や責任感，教育的愛情，教

科や教職に関する専門的知識，実践的指導力，総合的人間力，コミュニケーション能

力等がこれまでの答申等においても繰り返し提言されてきたところである11。これら教

員として不易の資質能力は引き続き教員に求められる。 

今後，改めて教員が高度専門職業人として認識されるために，学び続ける教員像

の確立が強く求められる。このため，これからの教員には，自律的に学ぶ姿勢を持ち，

時代の変化や自らのキャリアステージに応じて求められる資質能力を，生涯にわたっ

て高めていくことのできる力も必要とされる。 

また，変化の激しい社会を生き抜いていける人材を育成していくためには，教員自

身が時代や社会，環境の変化を的確につかみ取り，その時々の状況に応じた適切な

学びを提供していくことが求められることから，教員は，常に探究心や学び続ける意

識を持つこととともに，情報を適切に収集し，選択し，活用する能力や知識を有機的

に結びつけ構造化する力を身に付けることが求められる。 

さらに，子供たち一人一人がそれぞれの夢や目標の実現に向けて，自らの人生を

切り開くことができるよう，これからの時代に生きる子供たちをどう育成すべきかにつ

いての目標を組織として共有し，その育成のために確固たる信念をもって取り組んで

いく姿勢が必要である。 

一方，学校を取り巻く課題は極めて多種多様である。いじめ・不登校などの生徒指

導上の課題や貧困・児童虐待などの課題を抱えた家庭への対応，キャリア教育・進

路指導への対応，保護者や地域との協力関係の構築など，従来指摘されている課題

                                                                                                                                                     
11  例えば，「今後の教員養成・免許制度の在り方について（答申）」（平成１８年７月１１日，中央教育審議会）や，

「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策（答申）」（平成２４年８月２８日，中央教育審議

会）など。 
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に加え，さきに述べた新しい時代に必要な資質能力の育成，そのためのアクティブ・

ラーニングの視点からの授業改善や道徳教育の充実，小学校における外国語教育

の早期化･教科化，ICT の活用，インクルーシブ教育システムの構築の理念を踏まえ

た，発達障害を含む特別な支援を必要とする児童生徒等への対応，学校安全への

対応，幼小接続をはじめとした学校間連携等への対応など，新たな教育課題も枚挙

にいとまがなく，一人の教員がかつてのように，得意科目などについて学校現場で問

われる高度な専門性を持ちつつ，これら全ての課題に対応することが困難であること

も事実である。 

そのため，教員が上記のように新たな課題等に対応できる力量を高めていくのみ

ならず，「チーム学校」の考え方の下，教員は多様な専門性を持つ人材と効果的に連

携・分担し，教員とこれらの者がチームとして組織的に諸課題に対応するとともに，保

護者や地域の力を学校運営に生かしていくことも必要である。このため教員は，校内

研修，校外研修など様々な研修の機会を活用したり自主的な学習を積み重ねたりし

ながら，学校作りのチームの一員として組織的・協働的に諸課題の解決のために取

り組む専門的な力についても醸成していくことが求められる。 
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図２ 「チームとしての学校」像（イメージ）12 

                                                                                                                                                     
12 「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答申（案））」（平成 27 年 12 月 日，中央教育審議

会） 
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３．教員の養成・採用・研修に関する課題 

本答申（案）では，教員の養成・採用・研修の一体的改革が必要であるという認識

の下，教員が教職生涯にわたって資質能力を向上させていく重要性に鑑み，教職生

活の大半の期間を占める現職から遡り，研修，採用，養成，養成・採用・研修の全般

的事項の順に記述することとした。 

 

（１）教員研修に関する課題 

 

◆ 国，教育委員会，学校，その他の関係者等が一体となって，学校における業務の

精選や効率化，教職員の役割分担の見直しや専門家の活用，組織体制の強化，

地域との連携などチームとしての学校の力の向上を図る措置を講じることによって，

研修のための機会を確保することが不可欠である。 

◆ 国，都道府県，市町村，学校等研修の実施主体が大学等を含めた関係機関との

有機的連携を図りながら，教員のキャリアステージに応じ，教員のニーズも踏まえ

た研修を効果的•効率的に行う必要がある。 

◆ 法定研修である初任者研修，１０年経験者研修については，実施状況や教育委

員会•学校現場のニーズを把握し，制度や運用の見直しを図ることが必要である。 

◆ 研修そのものの在り方や手法も見直し，主体的・協働的な学びの要素を含んだ

研修への転換を図る必要がある。 

◆ 新たな教育課題に対応した研修プログラムの開発•普及，研修指導者の育成，教

育センターや学校内での研修体制の充実など，特に校内研修の充実・活性化を図

りつつ，学校内外の研修を一層効果的•効率的に行うための体制整備が必要であ

る。 

◆ 教員が学び続けるモチベーションを維持するため，教員の主体的な学びが適正

に評価され，学びによって得られた能力や専門性の成果が見える形で実感できる

取組や制度構築を進めることが必要である。 

◆ 研修の充実のため，独立行政法人教員研修センターがこれまで以上に積極的に

役割を果たしていく必要がある。 

 

TALIS（２０１３）によると，我が国の教員の職能開発に対するニーズは極めて高く，

例えば，担当教科等の指導法に関する能力開発に対するニーズは参加国平均が９．

７％であるのに対し，我が国の教員の割合は５６．９％と参加国中最も高い。一方で，

職能開発の参加に当たって，「職能開発の日程が仕事のスケジュールと合わない」と

回答した教員の割合は，参加国平均が５０．６％であったのに対し，我が国の教員の

割合は８６．４％と同じく参加国中で最も高いものとなっている。 
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表２ 教員の職能開発への障壁（TALIS 2013） 

 

 

これらの調査結果から，我が国の教員は研修へのニーズは高いものの，日常業務

の多忙化などにより必要な研修のための時間を十分に確保することが困難な状況で

あることがうかがえる。これは，勤務時間が参加国中で最長となっていることが主な

要因であると考えられ，授業準備や授業研究を含めた広い意味での研究，修養の機

会や子供と向き合う時間の確保が大きな課題となっており，課題解決のための条件

整備が急務となっている。 

このため，国，教育委員会，学校，その他の関係者等が一体となって，校務支援シ

ステムの活用など学校における業務の精選や効率化，教職員の役割分担の見直し

や専門家の活用，組織体制の強化，地域との連携などチームとしての学校の力の向

上を図るための措置を講じることによって，子供と向き合う時間の確保や教員研修等

のための機会・時間を確保することが不可欠である。 

また，国，都道府県，市町村，学校がそれぞれ主体となって研修を行っているが，

全体として必ずしも体系的な研修が行われていないとの指摘もある。このため，研修

の実施主体が大学等を含めた関係機関との有機的連携を図りながら，教員のキャリ

アステージに応じ，教員のニーズも踏まえた研修を効果的・効率的に行うことが必要

である。この際，法定研修である初任者研修，１０年経験者研修については，その実

施状況や教育委員会，学校現場のニーズを把握し，より効果的な研修となるよう国と

しても制度や運用の見直しを図ることが重要である。 

さらに今後，第２次ベビーブーム世代の子供たちに対応するため採用された教員

が大量に退職する影響や，ミドルリーダーとなるべき年齢層の教員が相対的に少なく

なることなど，学校組織における年齢や経験年数の不均衡化が加速していくことが予

想される。このような中で，以前のように先輩教員から若手教員に指導技術や子供・

保護者との接し方などのノウハウが自然な形で伝承できる状況ではなく，意図的・継

続的に研修を行うなど，教員が学びを継続できる仕組みを考えていくことが必要であ

る。その際，学校をチームとして機能させていくため，教員としてのキャリアステージ

に応じて求められる専門性の育成と合わせて，教員それぞれが得意とする専門分野，
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例えば教科指導や現代的な教育課題など，特化した専門性を備えたミドルリーダー

の育成が必要である。 

そして，新しい時代に求められる資質能力を育成する上では，研修そのものの在り

方や手法も見直しが必要であり，例えば，講義形式の研修からより主体的・協働的な

学びの要素を含んだ，いわば AL 研修（アクティブ・ラーニング型研修）ともいうべき研

修への転換を図っていくことが重要である。また，こうしたことを踏まえつつ，新たな教

育課題に対応した研修プログラムの開発と全国的な普及，研修指導者の育成，教育

センターや学校内での研修体制の充実など，特に校内研修及び園内研修の充実・活

性化を図りつつ，学校内外の研修を一層効果的・効率的に行うための体制整備も必

要である。 

一方，教員が日々の業務で様々な対応に追われる中においても自己研鑽
さん

に取り

組み，スキルアップを図っていくためには，ワーク・ライフ・バランスを良好に保ちなが

ら，教員一人一人が他の教員と協働しつつ，学び続けるモチベーションを維持できる

仕組みを構築することが重要である。 

そして，モチベーションの維持のためには，研修時間を確保した上で教員の主体的

な「学び」が自他共に適正に認められ，その「学び」によって得られた能力や専門性と

いった成果が，子供たちの学びの質を向上させることにつながるなど見える形で実感

できるような取組やそのための制度構築を進めていく必要がある。 

これらに加えて，公立学校の教員はもとより，国立・私立の学校の教員に対する研

修を充実するための方策についても検討する必要がある。 

上記に掲げられた研修に関する様々な課題に対応していくためには，研修の実施

の体制整備だけではなく，国における研修実施やその他の対応も充実させていく必

要があり，独立行政法人教員研修センターがこれまで以上に積極的に役割を果たし

ていく必要がある。当該法人については，平成２５年１２月の閣議決定13において法人

の機能強化に向けた取組の必要性が示されたところであり，その具体化に向けた更

なる制度改善が求められる。 

 

 

 

 

                                                                                                                                                     
13 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（決定）」（平成２５年１２月２４日，閣議決定） 

同決定において，「教員研修センターについては，間接業務を含む業務の更なる効率化を進めつつ，本法人

の機能強化のため，教育委員会，大学等との連携の更なる推進，研修対象の拡大を平成２６年度から実施する。

また，教員養成を行う大学の教員に対する研修については，その実施に向けて速やかに関係者と協議を行い結

論を得る。」とされている。 
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（２）教員採用に関する課題 

 

◆ 豊かな知識や識見，幅広い視野を持ち個性豊かでたくましい人材や特定の教科

や指導法についてより高い専門性を持った人材を教員として確保する必要があ

る。 

◆ 多様で多面的な選考方法を促進するため，各教育委員会が実施する採用選考

試験への支援方策が必要である。 

◆ 教員の採用に当たって，学校内における年齢構成の均衡に配慮し検討すること

が必要である。 

 

時代の変化に伴い，教員を目指す人材が変化している中，従来，優秀な教員を確

保するため，都道府県教育委員会等は，求める教員像を明確かつ具体的に示し，当

該教員像に合致する者の採用に適した選考方法の工夫を行うべきことが提言されて

きた14。今後は後述する教員の育成指標を作成し，それを踏まえるなどの取組を進め

ていくことが必要である。 

また，学校に対するニーズが複雑化・多様化する中，豊かな知識や識見はもとより，

幅広い視野を持ち個性豊かでたくましい人材を教員として確保することが必要である。

また，一層多様化している児童生徒の興味・関心に対応するため，特定の教科や指

導法の一部についてより高い専門性を持った人材の確保も重要である。 

都道府県教育委員会等は，これまでも人物を重視した採用選考を実施しており，

真に教員としての適格性を有する人材の確保に努めているところであるが，中には採

用選考試験の作成が大きな負担になっているとの声も聞かれるところであり，多様で

多面的な選考方法を促進するためにも，各教育委員会が実施する採用選考試験へ

の支援方策が必要ではないかとの指摘がある。 

さらに，大量退職・大量採用の影響などにより，地域や学校によっては，３０代，４０

代の教員の数が極端に少なく，学校内における年齢構成の不均衡が生じている。年

齢構成の均衡がある程度取れた状態の方が組織として望ましいとの指摘もあり，各

任命権者における教員の採用に当たって，これらのことについても検討することが必

要である。 

 

 

 

 

                                                                                                                                                     
14  例えば，「養成と採用・研修との連携の円滑化について（答申）」（平成１１年１２月１０日，教員養成審議会）や，

「今後の教員養成・免許制度の在り方について（答申）」（平成１８年７月１１日，中央教育審議会）など。 
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（３）教員養成に関する課題 

 

◆ 養成段階は「教員となる際に必要な最低限の基礎的•基盤的な学修」を行う段階

であることを認識する必要がある。 

◆ 実践的指導力の基礎の育成に資するとともに，教職課程の学生に自らの教員と

しての適性を考えさせる機会として，学校現場や教職を体験させる機会を充実させ

ることが必要である。 

◆教職課程の質保証•向上のため，教職課程に対する外部評価制度の導入や全学

的に教職課程を統括する組織の整備を促進する必要がある。 

◆ 教員養成カリキュラムについて，学校現場の要望に柔軟に対応できるよう，教職

課程の大くくり化や大学の独自性が発揮されやすい制度とするための検討が必要

である。 

 

教員としての職能成長が教職生活全体を通じて行われるものであることを踏まえ，

養成段階は，「教員となる際に必要な最低限の基礎的・基盤的な学修」を行う段階で

あることを改めて認識することが重要である。 

子供たちに，知識や技能の修得のみならず，これらを活用して子供たちが課題を

解決するために必要な思考力，判断力，表現力及び主体的に学習に取り組む態度を

育む指導力を身に付けることが必要である。その際，課題の発見・解決に向けた主体

的・協働的な学び（アクティブ・ラーニング）の視点に立った指導・学習環境の設計や

ICT を活用した指導など，様々な学習を展開する上で必要な指導力を身に付けること

が必要である。また，特別支援教育の推進，小学校における外国語教育の早期化・

教科化，道徳の「特別の教科」化，幼小接続をはじめとした学校間連携等，近年の教

育改革の方向に合わせた教職課程の改善を図るとともに，生徒指導や学級経営を行

う力の育成にも対応することが重要である。 

幼児，児童，生徒や学校・地域の実情を踏まえて，各教科等の学習を通じて育成

すべき資質能力を考え，教育課程を編成し，実施するカリキュラム・マネジメントに関

する基礎的な能力を身に付けることも重要である。 

さらに，教員が教員としての使命感や幼児，児童，生徒の発達に対する理解など，

基本的な知識や能力を備えていることが必要となることはもとより，大きく変動する社

会の中での教育の在り方に関する理解や，多様化した保護者の関心や要求に対応

できる豊かな人間性とたくましさ，幼稚園，小・中学校をはじめとした各学校等の特色

や関係性に関する幅広い知見，地域との連携・協働を円滑に行うための資質を備え

た教員を養成することも重要である。 

また，教職課程の学生が学校や教職についての深い理解や意欲を持たないまま

安易に教員免許状を取得し，教員として採用されているとの指摘もある。教員養成課
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程を有する大学・学部の附属学校を積極的に活用するなど，実践的指導力の基礎の

育成に資するとともに教職課程の学生に自らの教員としての適性を考えさせるため

の機会として，学校現場や教職を体験させる機会を充実させることが必要である。 

その際，附属学校については，地域のモデル校や大学における教育研究への協

力といった役割だけでなく，例えば，教職大学院等と連携し，都道府県教育委員会と

の人事交流を活用して，附属学校の特色を生かし，教育実習校としてのみならず教

員研修学校としての役割も拡大強化することも併せて検討する必要がある。 

これらの教員養成上の重要課題に適切に対応し，併せて，各大学の個性や特色を

発揮した教員養成を行うためには，養成段階で真に必要な基礎力を明確にした上で，

厳格な成績評価はもとより，各大学の学部等において教育課程の科目全体を精選し

つつ総合的かつ体系的に教員の養成を図っていくような取組が必要である。 

教職課程の質の保証・向上も課題である。教職課程の質保証・向上のためのシス

テムとしては，開設時における課程認定と不定期に行われる教職課程実地視察のみ

であり，課程認定を受けた後，教職課程の質の維持向上が十分に図られていないケ

ースも見られる。このため，現在，大学の教育活動全体についてなされている認証評

価と同様の教職課程に対する外部評価制度の導入や，全学的に教職課程を統括す

る組織の整備を促進していくことが必要である。 

さらに，学校を取り巻く様々な教育課題に対応できる教員の養成を行うことができ

るよう，教職課程の科目を担当する教員の意識改革や資質能力の向上も重要であ

る。 

また，大学と教育委員会の連携が進まない理由の一つとして，仮に学校現場から

大学の教員養成に向けた要望がなされたとしても，これまでの教育職員免許法の下

ではそうした要望に応じて大学が柔軟に教員養成カリキュラムを改善できるほどの自

由度がないといった指摘もある。 

こうした課題を踏まえ，学校現場の要望に柔軟に対応できるよう，教職課程を大くく

り化し，大学の独自性が発揮されやすい制度とすることで，大学と教育委員会の連携

の質を格段に向上させることができると考えられる。 

こうした教職課程の内容の詳細については，次期学習指導要領，幼稚園教育要領

の検討状況を踏まえつつ，検討していくことが必要となる。 
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（４）教員の養成・採用・研修を通じた課題 

 

◆ 教員の養成•採用•研修の各段階において教職大学院を含む大学等と教育委員会

の連携が必要であり，そのための具体的な制度的枠組みが必要である。 

◆ 教員のキャリアステージに応じた学びや成長を支えていくため，養成•研修を計画•

実施する際の基軸となる教員の育成指標を教育委員会と大学等が協働して作成

するなど，連携強化を図る具体的な制度を構築することが必要である。 

◆ ICT の利活用，特別支援教育，外国語教育，道徳など新たな教育課題や，アクテ

ィブ•ラーニングの視点からの授業改善などに対応した教員養成•研修が必要であ

る。 

 

平成２４年８月の中央教育審議会答申15においても「教員になる前の教育は大学，

教員になった後の研修は教育委員会という，断絶した役割分担から脱却し，教育委

員会と大学との連携・協働により教職生活全体を通じた一体的な改革，学び続ける

教員を支援する仕組みを構築する必要がある」とされており，教員の養成・採用・研

修を通じた改革の必要性については，これまでも何度も議論・提案されてきたところで

ある。 

教員の養成・採用・研修の各段階において，教職大学院を含む大学等と教育委員

会の連携の取組が進められているところであるが，単に連携の必要性を強調しても，

制度的な担保がなければ現実的には連携が進まないとの指摘もあり，国，教育委員

会，国公私を通じた教職大学院，大学，学校等の位置付けなどを明確化した具体的

な制度的枠組みが必要である。 

大学等と教育委員会の両者が，本当の意味で連携・協力しつつ，教員のキャリア

ステージに応じた学びや成長を支えていくためには，それぞれの立場・役割を尊重し

つつ，養成段階と採用・研修段階の両段階を通じて養成・研修を計画・実施する際の

基軸となる教員の育成指標を協働して作成するなど，高度専門職業人としての教員

の成長を支えるための連携強化を図る具体的な制度を構築することが必要である。 

こうした制度が構築されれば，新たな教育課題に対応した教員の育成方策を体系

的かつ効果的に行うことが可能となる。 

また，一言で養成・採用・研修と言っても，幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中

等教育学校，特別支援学校など学校教育法第１条に規定する学校種や幼保連携型

認定こども園等学校などの学校種をはじめ，それぞれの学校種において，学校が抱

える課題や教員に求められる専門性は異なるものもあり，それぞれの特徴や違いを

踏まえ，その在り方についての制度設計を進めていくことが重要である。 

                                                                                                                                                     
15  「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策（答申）」（平成２４年８月２８日，中央教育審

議会） 
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（５）教員免許制度に関する課題 

 

◆ 義務教育学校制度の創設や学校現場における多様な人材の確保に対応した免

許制度改革が必要である。 

◆ 学校種横断的な免許状の創設等免許状制度の総合的な在り方については今後

検討する。 

 

教員免許状については，平成２７年度から幼保連携型認定こども園が学校及び児

童福祉施設である単一の施設として位置付けられ，また，学制改革についても今後

の検討課題とされている中で，学校種横断的な免許状の創設等の必要性を指摘する

意見がある。一方，そのような免許状を創設することの有効性への疑問や免許状制

度の一層の複雑化，学生や大学への負担増加等の課題も指摘されている。 

これらの課題については，教員養成部会において，今後，免許状制度の総合的な

在り方について検討する中で議論を行う。 

一方，義務教育学校制度の創設や学校現場における多様な人材の確保の必要性

が高まっていることを踏まえ，平成２６年１１月の教員養成部会報告16等も踏まえ，以

下の事項の具体化が必要である。 

・ 現職教員が併有しようとする免許状に関係する学校における勤務経験を併有の

際に必要となる単位数とみなす措置 

・ 中・高免許状所持者が小学校において活動できる範囲の拡大措置 

・ 特別免許状の一層の活用方策 

・ 教員育成の高度化を図るための専修免許状の取得促進方策 

                                                                                                                                                     
16  「これからの学校教育を担う教員の在り方について（報告） －小中一貫教育制度に対応した教員免許制度

改革－」（平成２６年１１月６日，中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会） 
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４．改革の具体的な方向性 

（１）教員研修に関する改革の具体的な方向性 

 

◆ 「教員は学校で育つ」ものであり，同僚の教員とともに支え合いながら OJT を通じ

て日常的に学び合う校内研修の充実や，自ら課題を持って自律的，主体的に行う

研修に対する支援のための方策を講じる。 

 

生涯にわたる教職生活を通じた教員の育成のためには，現職教員の研修の充実

が極めて重要である。このため，教育委員会は，大学の教員養成との接続や大学と

の連携も踏まえ，教員の多忙化につながらないよう新しいことを始めるに当たっては

何かを減らすという意識も持ちつつ，質の向上・転換を図ることに留意して，体系的に

研修を実施していくことが必要である。 

また，「教員は学校で育つ」ものであり，教員の資質能力を向上させるためには，経

験年数や職能，専門教科ごとに行われる校外研修の体系的な実施とともに，学校内

において同僚の教員とともに支え合いながら OJT を通じて日常的に学び合う校内研

修及び園内研修の充実や，個々の教員が自ら課題を持って自律的，主体的に行う研

修に対する支援のための方策を講じることが必要である。 

とりわけ，授業研究をはじめとした校内研修及び園内研修の充実を図ることが重要

であり，校内において組織的・継続的に研修が実施されるよう実施体制の充実強化

を図ることが必要である。 

 

① 継続的な研修の推進 

 

◆ 国及び教育委員会等は，経験年数の異なる教員同士のチーム研修やベテランの

教員やミドルリーダークラスの教員がメンターとして若手教員等を育成するメンター

方式の研修等の先進的事例を踏まえた校内研修の充実を図る方策について検討

する。 

◆ 教育委員会は，管理職に対する研修の実施や校内研修リーダーの養成，校内研

修実施のための手段（ツール）や資源（リソース）等の整備を推進する。 

◆ 学校内においては，校長のリーダーシップの下，研修リーダー等を校内に設け，

校内研修の実施計画を整備し，組織的•継続的な研修を推進する。 

◆ 大学等と連携した研修や受講した研修の単位化などについて協議する仕組みを

構築する。 

 

教員の資質能力の育成・向上のためには，法定研修や各教育委員会が計画・実

施する各種の研修はもとより，自発的，継続的に校内研修が実施されることが不可
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欠である。校内研修が組織的に行われることにより，教員間での組織目標の共有化

とそれに伴う協働が進み，学校の組織力の向上にも大きく寄与することが期待され

る。 

また，校内研修は，各学校や地域の実態に根ざしたものであり，日々の授業など

にその成果が反映されやすく，教員自身が学びの成果を実感しやすいなど，教員の

学ぶモチベーションに沿ったものである。特に，世界的にも評価の高い授業研究文化

は，我が国の学力水準の維持向上に大きく寄与する誇るべきものであり，これらの活

性化が不可欠である。 

教員の研修に係る計画の策定及びその実施は，例えば，義務教育段階において

一義的には都道府県や政令指定都市など，任免権を有する教育委員会等に責任が

あるものの，市町村など，学校の設置者である教育委員会や，とりわけ学校経営の

責任を有する校長等も，教員一人一人の成長を支える重要な存在であることを認識

するとともに，校内研修等，継続的な研修の意義や重要性を理解し，その活性化に

最大限努めるべきである。 

校内研修の充実に関する先進的事例としては，どの教員も主体的に参加できるよ

うに校内に複数の研修チームを設け， 各チームに経験豊富なベテランの教員やミド

ルリーダーとしての活躍が期待される教員，教職経験の浅い若手教員や初任者の教

員，臨時的任用の教員をバランスよく配置して行う研修や，ベテランの教員やミドルリ

ーダークラスの教員がメンターとして若手教員等の指導や助言を行ったり，授業研究

などを行ったりしながらチーム内で学び合う中で初任者等の若手教員を育成するい

わゆるメンター方式の研修等を導入し，効果を上げている例がある。このメンター方

式の研修については，若手教員の育成のみならず，ミドルリーダーの育成の観点か

らも有効な取組である。 

国においてはこうした各地域の先進事例等の情報共有を図るとともに，都道府県・

市町村の教育委員会においては，管理職に対する研修の実施や校内研修リーダー

の養成，校内研修実施のための手段（ツール）や資源（リソース）等の整備を推進す

べきである。また，学校内においては，校長のリーダーシップの下，研修リーダー等を

校内に設け，校内研修の実施計画を整備し，当該計画に則して各教員の自律的，主

体的な学習意欲を尊重しながら，研修チームを設けるなどして組織的・，継続的な研

修が行われることが期待される。 

また，近年の大量退職，大量採用の流れの影響から，必ずしも年齢構成や経験年

数の均衡がとれている学校ばかりとはいえず，効率的・効果的な校内研修の実施に

支障を来す場合があることも想定される。例えば，ミドルリーダーとしての活躍が期待

される教員が不足し，単独では十分な校内研修等の実施が困難な地域においては，

中学校区を一単位としたブロック単位での研修実施などの工夫が見られる。このよう

に，必要に応じ，各教育委員会が域内において学校種ごとあるいは国公私が連携し
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た合同での研修や様々な年齢や経験を持つ教員同士の学びの機会を提供し，そうし

た教員同士における学び合いのネットワークの構築が図られることなどが望まれる。

また，そうした学びの機会が可能な限り得られるよう，校長等が配慮するとともに，そ

うした体制を整えていくことが必要である。 

こうした学びの機会を提供する際には，人事交流を図り，例えば大学教員が校内

研修に関わるなど，教職大学院等を含めた大学や関係機関の協力を得ながら，当該

機関等と協働して取り組むことが必要であり，そのための基盤となる制度構築が必要

である。 

また，大学等の協力を得つつ，各教育委員会において実施される研修や校内研修

について，その学びの成果が実感できるような取組が望ましい。そのため，例えば，

大学との連携・協議において，履修証明などの際，各研修が単位化しやすいように時

間数を設定するなどの工夫が必要である。 

 

② 初任者研修の改革 

 

◆ 国は，各都道府県等の状況を踏まえ，効果的な若手教員研修が行えるよう，初

任者研修の運用方針を見直す。 

◆ 国及び教育委員会等は上述のチーム研修やメンター方式の研修を参考に組織

的な初任者研修について改善方策を検討する。 

◆ 国は，引き続き必要な定数措置に努めるとともに，研修実施手段（ツール）や資

源（リソース）の確保等の必要な支援を講じる。 

 

前述したように，特に義務教育段階で，初任者をはじめとする経験年数の浅い教

員の割合がこれまでになく高くなっている状況下において，初任者に過度な負担がか

かっているという指摘もある。また，初任者が授業を担当しつつ，多くの校内研修や

校外研修をこなさなければならないことが，初任者の消化不良などにつながっている

という指摘もある。 

近年，多くの都道府県等においては，こうした課題を踏まえつつ，若手教員の育成

の強化を図るため，初任者研修のみで若手教員の研修を終えるのではなく，２年目

研修や３年目研修を実施するなど若手教員のための研修を継続して実施しており，

成果をあげている。初任者に限らず，経験年数の浅い教員に対する研修は，その後

の教職生活への影響も大きく，とりわけ重要であることから，国においては，今後，都

道府県等において，それぞれの地域の状況等を踏まえた効果的な若手教員研修が

行えるよう，初任者研修の弾力的な運用を可能にするよう現在の初任者研修の運用

方針を見直すことが必要である。 
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初任者研修は，初任者の配置校における OJT である校内研修と都道府県の教員

研修施設等において実施される校外研修により行われている。このうち小中学校の

校内研修については，地域に初任者研修の拠点校を設け，その学校に初任者指導

教員を配置し，当該教員が拠点校を含む地域の複数の学校に分散して配置されてい

る初任者の指導に当たる「拠点校方式」による実施が基本となっている。 

拠点校方式による初任者研修については，従来より以下のような課題が指摘され

ている。 

・ 一人の初任者指導教員は，通常，一人の初任者に対して週１回程度しか指導に

当たれず，初任者に対し継続的に十分な指導を行うことが困難であり，初任者が

日々相談できる状況がない場合が見受けられる。 

・ 学校も初任者指導教員に初任者の指導を任せてしまい，学校として責任を持っ

て初任者の育成に組織的に取り組む体制が十分構築されていない場合も見受け

られる。 

こうした課題を踏まえ，学校として組織的かつ継続的に初任者の育成を行うことが

できるよう，初任者研修の改善を図るべきである。 

初任者研修に関しては様々な地域で，前述のメンター方式のほか，経験豊かな再

任用の教員や指導力の高い教員が担任する学級に初任者を副担任等として配置し，

ジョブ・シャドウイングを用いるなどして，学級担任の教員がメンター役として常時初任

者に指導や助言を行い，初任者を育成する方式等，先駆的な取組が行われており，

これらを参考に改善方策を検討することが適当である。 

このような取組を踏まえ，メンターが常時初任者を含む若手教員に対して指導や助

言を行えるような取組が促進されることが望まれる。この際，同一学校内で一人のメ

ンターが一人又は複数の初任者等を指導するだけでなく，複数のメンターと初任者を

含む複数の若手教員が研修チームを組織し，研修を実施する方法によることも効果

的であり，このような組織的な研修を行う中で，例えば臨時的任用や非常勤の教員に

対する研修を実施することも可能であると考えられる。 

また，これらの方法による初任者研修の実施を支援するため，国は，引き続き必要

な定数措置に努めるとともに，初任者や若手教員が無理なく必要十分な知識・ノウハ

ウを自然に身に付けることができるよう，研修実施の手段（ツール）や資源（リソース）

等の必要な支援を講じるべきである。さらに，初任者研修がより効果的に行われるよ

う，学校管理職や直接初任者の指導に当たる指導教員等を対象とした研修を実施す

ることが必要である。 

以上の方式の実施に伴い，初任者研修における校内研修が充実することが考えら

れる。初任者の教員は，指導教員や先輩教員からの指導や助言を受けながら学校で

日々実践し，省察・改善を繰り返す中で，教員として成長していくものである。その意
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味で OJT を中心とした校内研修により一層重点を置いて実施していくことが望まし

い。 

一方，校外研修についてはこうした校内研修の充実に伴い，実施期間を短縮する

方向で運用されることが望ましく，演習や模擬授業，体験活動など AL 研修（アクティ

ブ・ラーニング型研修）を取り入れたより実践的な内容に改善することが適当であり，

前述した初任者研修の運用方針の見直しに反映するべきである。 

初任者研修の実施に当たっては，校内研修，校外研修のいずれにおいても，新た

な教育課題への対応や第三者的な視点からの客観性の高い指導や助言を得るため，

教職大学院も含め大学と連携し，大学の知見や人材を活用しながら実施することも

検討すべきである。 

 

表３ 初任者研修，２～３年目研修の実施状況 

１年目研修（法定研修） ２年目研修 ３年目研修 

100％（109 自治体） 54％（59 自治体） 40％（44 自治体） 

（平成 26 年文部科学省調べ（都道府県，政令指定都市及び中核市）） 

 

 
図３ 初任者研修運用方針弾力化のイメージ 

 

③ １０年経験者研修の改革 

 

◆ 国は，教員免許更新制の意義や位置付けを踏まえつつ，１０年経験者研修を１０

年が経過した時点で受講すべき研修から，学校内でミドルリーダーとなるべき人材

を育成すべき研修に転換し，それぞれの地域の実情に応じ任命権者が定める年

数に達した後に受講できるよう実施時期を弾力化する。 

 

多くの教員は学期中もさることながら，例えば夏季休業中も校務分掌や様々な対

応に追われており，たとえ長期休業期間であっても必ずしも十分に研修時間が確保さ

れている状況ではない。特に，経験年数１０年程度の教員にとっては，１０年経験者
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研修と免許状更新講習の両方を受講しなければならず，負担を感じているとの指摘

がある。 

一方，年齢構成や経験年数の不均衡により，それぞれの地域，学校において，ミド

ルリーダーを担う教員が不足しており，必要な時期に適切に研修が実施されるようそ

の対策を打つべきであるとの指摘もある。 

１０年経験者研修に関しては，教員免許更新制度を導入するための教育職員免許

法改正の際に，国会において，「現職研修と免許状更新講習との整合性の確保，特

に１０年経験者研修の在り方について検討すること」が附帯決議されたこと等を受け，

その後，その在り方について議論がなされてきた。 

免許状更新講習は，免許状の所持者が免許状授与時（又は更新時）に修得されな

かった最新の知識・技能の修得を行うことを通じて，その時々で教員として求められ

る資質能力の確保・確認を行うことを目的とし，国公私立の教員を通じて，また，現職

教員及び教員就職予定者を対象に行われるものであり，免許制度の根幹を成すもの

であると考えられる。 

平成２６年３月１８日の教員免許更新制度の改善に係る検討会議の報告17におい

ても，免許更新講習の根本的な在り方は維持するとの考えの下で改善に向けた提言

がなされ，順次改善が図られてきたところである。 

一方，１０年経験者研修については，同報告書において，「今後の１０年経験者研

修の在り方については，制度的に一律にその実施時期を設定するのではなく，各任

命権者が，各現職教員の教職生活全体を通じた体系的な学びの環境を柔軟かつ適

切に築けるよう，各任命権者の判断で，教職経験に応じた体系的な研修を行うものと

する方向で，教育公務員特例法の規定の見直しを検討する必要がある」と提言され

るなど，各任命権者の判断で，実施時期を柔軟化して実施できるようにする必要があ

るとの方向で議論が進められてきた。 

さきに述べた課題に対応するため，地域ごとの研修計画に沿いつつ，現行の１０年

経験者研修の実施者がより自主性を発揮し，学校種ごとに創意工夫を図りやすくなる

ような制度とすることが望ましい。 

また，１０年が経過した時点で受講すべき研修であるといった意識を改め，学校内

でミドルリーダーとなるべき人材を育成すべき研修であるという認識に転換し，それぞ

れの地域の実情に応じ，必要な時期に必要な教員に受講させる研修へと位置付けを

改めるべきである。 

具体的には，各任命権者の責任の下，現行の１０年経験者研修を例えば「中堅教

員能力向上研修」（仮称）とするなど，任命権者が定める年数に達した後に実施する

ことが可能となる制度改正が望ましく，教員免許更新制の意義や位置付けを踏まえ

                                                                                                                                                     
17 「教員免許更新制度の改善について（報告）」（平成２６年３月１８日，教員免許更新制度の改善に係る検討会

議） 



26 
 

つつ，教育公務員特例法の規定の見直しを行うことが必要である。 

また，当該研修を計画・実施する際には，グローバル化する社会において身に付

けるべき資質能力を意識しつつ，学校外のネットワークを最大限に活用することが求

められる。そのため，各地域において，教職大学院等の大学だけでなく，地域や民間

企業等の協力も必要に応じて得ながら，それらのネットワーク化を図りつつ研修を実

施するなど，ミドルリーダーの育成にふさわしい研修とするための体制を整えることが

期待される。 

あわせて，「中堅教員能力向上研修（仮称）」や各大学等が提供する免許状更新講

習について，互換や専修免許状の取得につながるものとして位置付けが進むよう，

各地域において協議・調整が図られることが望ましい。 

 

 

図４ １０年経験者研修改革のイメージ 

 

④ 研修実施体制の整備・充実 

 

◆ チーム学校の理念の下，国及び教育委員会は，事務職員や専門能力スタッフの

活用を推進するとともに，国はオンライン研修の普及，研修機会の確保やアクティ

ブ•ラーニングの視点に立った学びの推進等に必要な教職員定数の拡充を図る。 

◆ 国は，新たな課題に対応した研修手法やプログラムの開発•評価•普及を図るため，

研修リーダーの養成や指導教諭の職務の明確化，指導教諭•指導主事の配置促

進等，指導体制の充実を図る。 

 

新しい時代に求められる資質能力の育成，そのために必要なアクティブ・ラーニン

グの視点からの授業改善など，新たな時代に必要な対応を考慮したとき，幼稚園教

員から高等学校教員まで100万人以上にも上る現職教員の研修の意義はとりわけ大

きく，早急に体制を整備する必要がある。 

研修の充実のためには，研修の機会や子供と向き合う時間を確保することが大前

提であり，そのための条件整備が不可欠である。そのため，チーム学校の理念の下，

国，教育委員会は，教員の業務を見直し，事務職員や他の専門能力スタッフの活用
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を推進するとともに，国は ICT を活用したオンライン研修の普及や青少年教育施設の

活用など職場以外でも研修可能な環境整備に努めるべきである。また，研修で業務

を離れる教員の代替も含め，研修機会の確保やアクティブ・ラーニングの視点に立っ

た学びの推進等に必要な教職員定数の拡充を図るべきである。 

また，国が業務改善に関する考え方や取組事例等をまとめた指針を作成すること

などにより，教育委員会の業務改善を支援するとともに，教育行政職員や管理職，中

堅教員を対象とした研修において，校務を効率的・効果的に進めることができるよう，

タイムマネジメントに係る研修を実施するなどの支援を講じる必要がある。 

さらに，主体的・協働的な学びの要素をより一層含んだ，AL 研修（アクティブ・ラー

ニング型研修）への転換を図るための研修手法の開発や改善，新たな課題に対応し

た研修プログラムの開発や研修の効果の適切な評価・改善を行うとともに，これらの

研修手法やプログラムの全国的な普及を図るための支援を講じる必要がある。 

そのため，研修リーダーの養成や指導教諭の職務の明確化，指導教諭の配置を

促進するための加配措置の検討など，校内研修の実施体制を強化するとともに，教

育委員会等による学校への支援を充実させるため，指導主事の配置や指導体制を

充実させるために必要な支援を講じることが必要である。 

 

⑤ 独立行政法人教員研修センターの機能強化 

 

◆ 独立行政法人教員研修センターは，各地域における教員研修施設や教職大学

院などの大学等とのネットワークを構築しつつ，教員の各キャリアの段階を通じた

資質能力向上に関する調査，分析，研究開発や情報の整理，収集，提供等を担う

全国的な拠点として機能強化を図る。 
 

独立行政法人教員研修センターに関しては，平成２５年１２月の閣議決定18により，

法人の機能強化のために研修対象の拡大等が示されたところである。 

当該法人については，新しい時代に求められる資質能力の育成やそのために必

要なアクティブ・ラーニングの視点から授業改善を図るため，本年度より「次世代型教

育推進センター」を設置し，研修プログラムの開発やその全国的普及を行っている。

こうした取組により，法人における中央研修を核として，アクティブ・ラーニングの視点

からの授業改善や産学官連携による ICT を活用した教育内容・方法の革新の推進な

どについて，教育委員会等に対する組織的な取組支援を一層充実させる必要があ

る。 

                                                                                                                                                     
18  「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（決定）」（平成２５年１２月２４日，閣議決定）。「教員研修セ

ンターについては，間接業務を含む業務の更なる効率化を進めつつ，本法人の機能強化のため，教育委員会，

大学等との連携の更なる推進，研修対象の拡大を平成２６年度から実施する。また，教員養成を行う大学の教

員に対する研修については，その実施に向けて速やかに関係者と協議を行い結論を得る。」とされている。 
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一方，平成２７年５月の教育再生実行会議第７次提言19において，国は，地方公共

団体，大学等が，教職生活全体を通じた教員の能力形成を支援できるよう，全国的

な教員研修・支援のハブ機能を整備・充実し，地方公共団体間のネットワークを構築

すること，教員の育成指標に基づく養成・採用・研修の各段階を通じた教員の資質能

力の開発・向上について，地方公共団体，大学等における取組を体系的，総合的に

支援するための拠点を整備することなどが提言されている。 

今後，研修の充実のみにとどまらず，養成・採用・研修を通じた一体的な改革が図

られていくことを踏まえれば，各地域における教員研修施設や教職大学院などの大

学等とのネットワークを構築しつつ，各段階を通じた教員の資質能力の向上に関する

調査，分析，研究開発や情報の整理・収集・提供等を担う全国的な拠点を整備し，当

該拠点が各地域と人的交流を図るなど，各地域の国公私立の教員を支援するという

視点から様々な取組をリードしていくことが望ましい。 

また，男女共同参画の視点も踏まえ，女性教員が管理職への昇任を希望し，実現

することが容易になるよう，教頭・校長等への昇任のための各種研修等に女性枠を

設定するなどの取組も望まれる。また，児童生徒に対して，性別役割分担意識にとら

われない多様な選択肢を踏まえた教育指導が行えるよう，教員の指導力を高めるこ

とが必要である。 

こうしたことを総合的に考慮すれば，上記のような拠点機能を当該法人が担うこと

が適切であり，具体的な制度設計について検討を進めるべきである。その際，生涯を

通じた職能成長を実現する研修の高度化・体系化，免許状更新講習の改善等に資

する研究開発，教育長等の教育行政専門職や教職大学院等の大学教員の資質向

上に資する研修機会の提供のほか，教材バンクとしての機能など教員を支援するた

めの取組についても留意する必要がある。 

さらに，免許状更新講習の実施も６年が経過したため，その認定に係る事務の更

なる効率化を図ることが必要である。その際，現在国が直接行っている養成・採用・

研修を通じた教員の資質能力の向上全般に関与すべき当該法人へのアウトソーシン

グによる効率化についても検討すべきである。また，免許法認定講習の認定や教員

資格認定試験の実施に関する事務についても同様の観点から当該法人へのアウトソ

ーシングによる効率化を検討すべきである。 

 

 

 

 

                                                                                                                                                     
19  「これからの時代に求められる資質・能力と，それを培う教育，教師の在り方について（第七次提言）」（平成２

７年５月１４日，教育再生実行会議） 
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（２）教員採用に関する改革の具体的な方向性 

 

◆ 国及び各都道府県の教育委員会等は，後述する教員育成協議会（仮称）におけ

る協議等を踏まえ，採用前の円滑な入職や最低限の実践力獲得のための取組を

普及・推進する。 

◆ 国は，教員採用試験の共通問題の作成について，各都道府県の採用選考の内

容分析やニーズの把握等，必要な検討に着手する。 

◆ 国は，後述のように特別免許状授与の手続の改善を図るなど活用を促進する。 

◆ 国は，特別免許状以外にも，教員免許を有しない有為な外部人材を教員として確

保するための方策について検討する。 

 

教員採用に関しては，後述の教員育成指標を踏まえつつ求める教員像を明確にし

た上で，男女共同参画等の動きを踏まえつつ，引き続き人物重視の採用を進めてい

くことが必要である。さらに，学校における教育課題が多様化する中，多様な専門性

を持つ教員を採用していくことが重要であり，特別免許状の活用等による学校外の人

材の採用を推進する必要がある。 

また，採用の際のミスマッチの防止や新規採用者の円滑な教職の開始のため，入

職の前後における研修や学校現場体験の機会を設けることも重要であるとともに，年

齢構成の不均衡を是正するための方策を検討することも必要である。 

さらに，一般に教員の採用時期が国家公務員等の採用時期と比べても遅く，優秀

な人材を確保する際の課題となっているとの指摘もある。就職・採用活動時期の変更

の趣旨や教育実習の実施時期なども踏まえつつ，改善のための検討を進めるべきで

ある。 

 

①円滑な入職のための取組の推進 

採用の際のミスマッチを防止するとともに，新規採用の教員が円滑に教職を開始

できるようにする取組などが重要である。このような観点からも，後述のように教職課

程において学校現場に参画する学校ボランティア等の活動は効果的である。また，一

部の教育委員会では，新規採用の教員の円滑な入職や学校における必要最低限の

実践力獲得のため，教員志望の学生を対象にいわゆる「教師養成塾」等を実施した

り，採用前の時期に採用予定の学生を対象に，配置予定校において校務の体験や

教員から説明を受ける機会を設けたりする取組を行っている。 

これらの取組は，ミスマッチの解消のみならず教職に必要な最低限の実践力を身

に付けさせることにも有効であると考えられることから，より一層の普及・推進が期待

される。 
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②教員採用試験における共通問題の作成に関する検討 

教員採用に係る課題を踏まえ、まずは，各都道府県等における教員採用の際の試

験問題作成上の負担軽減や，新たな教育課題を踏まえた適切な試験の実施等の観

点から，各都道府県等の採用選考の内容分析やニーズの把握等，必要な検討に着

手すべきである。 

独立行政法人教員研修センターが，教員の資質能力の向上に関する調査研究を

行うようになることを考慮すれば，こうした調査研究が教員採用試験の共通問題の作

成し検討する際にも大いに役立つと考えられることから，当該法人が積極的に関わる

べきである。 

 

③特別免許状制度の活用等による多様な人材の確保 

複雑化・多様化する教育課題に対応するためには，これらの教育課題に対応でき

る高度な専門性を持った多様な人材を確保し，教育の質の向上を図ることが重要で

ある。 

このためには，特別免許状制度や特別非常勤講師制度の活用が有効である。特

に，特別免許状については，制度創設以来，特別免許状の授与基準や手続上の課

題があり活用が不十分であった。このため，平成２６年６月に各都道府県教育委員会

に授与基準の弾力化を進めるよう依頼し，各都道府県において授与基準の弾力化を

図る取組が進んでいる。 

今後，後述のように，特別免許状授与の手続の改善を図るなどして特別免許状の

活用を促進する必要がある。（（６）③） 

なお，後述の教員育成指標との関わりで，特別免許状によって採用された者の，

高度専門職業人としての教員として必要な能力や専門性が十分担保されるよう，選

考や研修等で適切に対応することも必要である。 

これまでの議論の中心は，教員を育てるという視点からであったが，加えて，有為

な人材を教壇に確保するという視点も必要となっている。有為な人材には，はじめか

ら教員を志して教員免許状を取得した人材のほかに，各種業界で活躍する中で途中

から教員を志す人材も考えられる。 

複雑化・多様化する教育課題への対応のためには，各種業界で活躍する人材にも

教員として活躍してもらえるような環境づくりを行うことが重要である。これまでは，教

員免許を有しない外部人材を教員として雇用する場合，特別免許状制度を活用した

取組が行われてきたが，今後，更に高度な専門性をもって他業種で活躍する人材を

教壇にリクルートするという仕組みについても，後述する教員養成・採用・研修の一体

的改革のための教員育成指標等を踏まえつつ，教員免許制度の全体的な改革の中

で併せて検討する必要がある。 
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（３）教員養成に関する改革の具体的な方向性 

 

◆ 教員免許状の取得に必要な単位数は増加させないことを前提として，新たな教

育課題に対応できるよう教職課程の内容を精選•重点化する。 

◆ 国立の教員養成を目的とする大学•学部は，地域のニーズを踏まえつつ，新たな

教育課題に対応した取組を率先して実施し，他大学•学部におけるモデルを提示し

て，その取組を普及•啓発する。 

◆ 教職課程については，学校種ごとの特性を踏まえつつ，「教科に関する科目」と

「教職に関する科目」等の科目区分を撤廃し，新たな教育課題等に対応できるよう

見直す。 

◆ 国は，学校インターンシップの実施について，教育実習との役割分担を明確化し

つつ，受入れ校，教育委員会，大学との連携体制の構築，大学による学生への適

切な指導などの環境整備について検討する。 

◆ 学校インターンシップについては，教職課程において義務化はせず各大学の判

断により教育実習の一部に充ててもよいこととする。 

（③教職課程の質の保証・向上については別途記載している。） 

 

教職課程の改革に当たっては，教職課程が教員として最低限必要な資質能力を育

成することを目的とすることや履修の適正化を図る観点から，教職課程において修得

すべき単位の全部又は一部を可能な限り卒業に必要な総単位数の中に位置付ける

よう努めるとともに，単位の実質化や厳格な成績評価なども前提として，教員免許状

の取得に必要な単位数については，まずは増加させないことを前提として検討を進め

ることとする。 

その上で，学部段階と教職大学院あるいは現職との系統性や接続を踏まえ，新た

な教育課題に対応できるよう教職課程の内容を精選・重点化するとともに，限りある

履修量の中で効果的な履修が行われるよう履修の仕組みを工夫することが必要であ

る。また，学生に教職のための意欲を持たせたり，定期的に自ら教職への適性を確

認させるような機会を設けたりすることも重要である。 

一般大学を含め，大学の教職課程において質の高い教員養成を行っていくために

は，教員養成学部の果たすべき役割は極めて大きい。大学においては教員養成学

部が中心となって教員養成を全学的に推進していくための体制の整備や，教科に関

する科目と教職に関する科目の連携，教職課程の評価の充実といった質保証の取

組を総合的に進めていくことが重要である。 

特に，国立の教員養成を目的とする大学・学部は，地域のニーズを踏まえつつ，

（４）の新たな教育課題や以下に求められる課題に対応した取組を率先して実施する

ことにより，国立大学に置かれる意義・目的を明確にするとともに，他大学・学部にお
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けるモデルを提示して，その取組を普及・啓発することが重要である。具体的には，

第３期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する検討会

の審議のまとめ20において重点配分の評価指標の例として示された「人材育成や地

域課題を解決する取組などを通じて地域に貢献する取組」の評価指標例の一つとし

て「地域教育（初等中等教育，職業教育，生涯学習等）への貢献状況」が取り上げら

れているが，このような取組として，アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善，

ICT の利活用，道徳教育，外国語教育，特別支援教育の充実などの初等中等教育に

おける新たな教育課題に対応するための教員養成や教員研修の支援などの取組が

考えられることから，各大学においては積極的にこれらの取組を進めていくことが求

められる。また，教員養成学部を有する私立大学等についても，後述の教員育成協

議会（仮称）に参画するなど，地域の教育委員会と連携の下，新たな課題等に対応し

た教員養成・研修を連携して行うことを検討する必要がある。 

また，近年，国公私立全ての大学は，地域貢献や人材育成の役割を強く求められ

ており，大学がそのような役割を積極的に果たしていくためには，教員の育成を担う

教職課程における取組のより一層の充実が必要である。このため，大学は，教職課

程について全学的に支援を行っていくことが重要である。 

なお，今回の審議に当たっては，大学における養成の原則（教員養成は大学にお

いて行うことを基本とする）及び開放制の原則（教員養成を目的とする学位課程に限

らず，あらゆる学位課程において教職課程を設置し，教員養成を行うことができる）を

維持することを前提とするものである。 

 

①教職課程における科目の大くくり化及び教科と教職の統合 

大学の創意工夫により質の高い教職課程を編成することができるようにするため，

教職課程において修得することが必要とされている科目の大くくり化を行う必要があ

る。 

特に，「教科に関する科目」と「教職に関する科目」の中の「教科の指導法」につい

ては，学校種ごとの教職課程の特性を踏まえつつも，大学によっては，例えば，両者

を統合する科目や教科の内容及び構成に関する科目を設定するなど意欲的な取組

が実施可能となるようにしていくことが重要であり，「教科に関する科目」と「教職に関

する科目」等の科目区分を撤廃するのが望ましい。 

その上で，現下の教育課題に対応するため，（４）において挙げる事項について，

                                                                                                                                                     
20 「審議まとめ」(平成２７年６月１５日，第３期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関

する検討会) 

「機能強化の方向性に応じた重点配分に係る評価指標の例」の「人材育成」に関する取組の指標例」として，

「地域教育（初等中等教育，職業教育，生涯学習等）への貢献状況」，「学生の就職状況（教員採用も含む（教員

養成学部の場合））や就職先での評価の状況」，「（地域の）企業・自治体等へのインターンシップの実施状況」

「自大学以外への大学院進学の状況」が挙げられている。 
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教職課程において取り扱うことを明示すべきである。 

これらを踏まえた教職課程の見直しのイメージは別紙のとおりである。今後，本答

申（案）を踏まえ，関係法令及び後述の教職課程の編成に当たり参考とする指針（教

職課程コアカリキュラム）の整備のための検討を進める必要がある。 

 

②学校インターンシップの導入 

教員養成系の学部や学科を中心に，教職課程の学生に，学校現場において教育

活動や校務，部活動などに関する支援や補助業務など学校における諸活動を体験さ

せるための学校インターンシップや学校ボランティアなどの取組が定着しつつある。 

これらの取組は，学生が長期間にわたり継続的に学校現場等で体験的な活動を

行うことで，学校現場をより深く知ることができ，既存の教育実習と相まって，理論と

実践の往還による実践的指導力の基礎の育成に有効である。また，学生がこれから

の教員に求められる資質を理解し，自らの教員としての適格性を把握するための機

会としても有意義であると考える。さらに，学生を受け入れる学校側においても学校

の様々な活動を支援する地域人材の確保の観点から有益であることが考えられる。 

一方，学校インターンシップの実施に当たっては，既存の教育実習との間で役割分

担の明確化を図るとともに，その円滑かつ確実な実施に向けて，受入れ校の確保や

実施内容の検討等のための教育委員会や学校と大学との連携体制の構築，大学に

よる学生に対する事前及び事後の指導の適切な実施，学生側と受入れ校側のニー

ズやメリットを把握するための情報提供の実施など，環境整備について今後十分に

検討することが必要である。 

これらの点を踏まえ，学校インターンシップについては，各学校種の教職課程の実

情等を踏まえ，各教職課程で一律に義務化するのではなく，各大学の判断により教

職課程に位置付けられることとする。このため，教育実習の一部に学校インターンシ

ップを充ててもよいこととするとともに，大学独自の科目として設定することも引き続き

可能とするなどの方向で制度の具体化を引き続き検討する。この際，学校インターン

シップの名称についても法令に規定する上で適切な名称を今後検討していく。 
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図５ 学校インターンシップの実施イメージ 
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③教職課程の質の保証・向上 

 

◆ 全学的に教職課程を統括する組織の設置について努力義務化する。 

◆ 教職課程における自己点検•評価の実施を制度化する。 

◆ 教職課程の第三者評価を支援•促進するための方策について検討する。 

◆ 国，教育委員会，大学等は，教職課程の科目を担当する大学教員について，学

校現場体験等の実践的内容や新たな教育課題に対応したＦＤなどを実施する。ま

た，大学と教育委員会が連携し，人事上の工夫等により教職課程における実務家

教員を育成，確保する。 

◆ 大学は，教科に関する科目を担当する教員に対しＦＤなどの実施により教職課程

の科目であることの意識付けを行い，各大学の自主的•主体的な判断の下「教科に

関する科目」の中に「教科の内容及び構成」等の科目を設けて学校教育の教育内

容を踏まえた授業を実施するなど，「教科に関する科目」と「教科の指導法」の連携

を強化する。 

 

 ア 教職課程を統括する組織の設置 

中央教育審議会答申等において，従来より教職課程を置く大学においては，教員

養成カリキュラム委員会を設置し，教職課程のカリキュラムの充実や複数の教職課

程間における科目の調整，教育実習の適切な実施，教育委員会との連携によるカリ

キュラムの改善等を図ることを提言している21。 

このようなことから，多くの大学においては教員養成カリキュラム委員会等の設置

が進捗している。また，上記のような機能に加え，学生への教職指導や教職課程を

担当する教員に対する FD の実施，学校インターンシップ等の企画・実施等の機能を

備えた教職支援センター等の組織を設置している例もある。 

これらの組織は，教職課程の内容，学修量，成績評価基準の統一など，効率的・

効果的な教職課程の全学的な実施や教職課程の質の維持・向上のために極めて有

効である。また，前述の学部等の教育課程全体を通じた教員の養成を行うため，これ

らの組織が中心となって必要な取組を進めていくことが期待される。 

こうしたことから，教職課程を置く大学における教員養成カリキュラム委員会や教

職支援センター等の整備状況を踏まえつつ，全学的に教職課程を統括する組織の設

置について努力義務化することが適当である。 

 

                                                                                                                                                     
21  例えば，「養成と採用・研修との連携の円滑化について（答申）」（平成１１年１２月１０日，教員養成審議会）や，

「今後の教員養成・免許制度の在り方について（答申）」（平成１８年７月１１日，中央教育審議会），「教職生活

の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策（答申）」（平成２４年８月２８日，中央教育審議会）など。 
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 イ 教職課程の評価の推進 

教職課程の質保証の仕組みとしては，大学が教職課程を開設する際に受ける教

員養成部会課程認定委員会による課程認定の審査及び教職課程の設置後に課程

認定委員会の委員等により行われる教職課程実地視察がある。 

教職課程実地視察については，各大学の教職課程水準の維持・向上のために有

効であるが，現在の実施体制では１年間の視察数に限りがあることから，教職課程

実地視察の体制の整備・充実を図ることが適当である。 

また，教職課程の水準の向上を図るためには，教職課程に関する PDCA サイクル

が適切に機能することが必要である。このため，まずは教職課程における自己点検・

評価の実施を制度化することが適当である。 

現在，教職大学院では，他の専門職大学院と同様に，法令に基づき，５年以内ごと

に，教職大学院の目的に照らし，教育課程，教員組織その他の教育研究活動の状況

について，認証評価団体による評価を受けることが法令上義務付けられており，一般

財団法人教員養成評価機構がこれを担っている。 

同機構による認証評価においては，国私立大学の大学関係者，外部有識者による

訪問調査を含めたピアレビューを行い，評価基準に適合していると認められた場合は

適格認定を行い，その評価結果はウェブサイト等で公表されている。 

一方で，学士課程における教員養成教育の評価については，これまで上記の認証

評価のような法令上の制度は講じられていない。そのような中，国立大学法人東京

学芸大学では，他の国公私立大学や教育委員会・学校関係者等の協力を得ながら，

開発研究プロジェクトを立ち上げ，学士課程における教員養成教育の評価システム

（教員養成教育認定）を開発し，評価活動を開始している。 

この評価システムは，各大学が任意で参加するものであり，教職課程を有する大

学における教員養成教育の多様性を尊重しつつ，学校や教育委員会の協力を得な

がら，ピアレビューを中心とした，相互に学びあうコミュニティを形成し，大学の枠を越

えて学士課程段階の教員養成教育全体の質的向上に資することを目指している。 

今後，このような取組が既存の一般財団法人教員養成評価機構などの評価団体

等に引き継がれ，継続・拡大され，各大学が主体的かつ恒常的に自己の教育内容や

方法・組織を検証しながら，相互評価を行うことにより，教員養成の質保証システム

が確立されることは，我が国の教員養成に有意義であり，各大学の積極的な参加が

望まれる。 

大学の教職課程の第三者評価については，地域や大学の特性，学部等の専門分

野などに応じて，将来的には様々な評価主体によって全国的に取り組まれることが期

待される。このため，国としても教職課程の第三者評価を支援・促進するための方策

について今後検討していくことが求められる。 
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 ウ 教職課程担当教員の資質能力の向上等 

教職課程においては前述のように，教職に関する実践力の基礎や新たな教育課

題に対応できる力を持った教員の養成が求められる。そのためには従来の「教科に

関する科目」（別紙「見直しのイメージ」においては「教科に関する専門的事項」），「教

職に関する科目」の区分にかかわらず，教職課程の科目を担当する教員は，上記課

題に対応できる力を学生に身に付けさせることができるよう，指導力を高めることが

必要である。 

このため，大学においては，教職支援センター等の教職課程を統括する組織や教

職大学院が中心となって，教職課程の科目を担当する教員に対し，学校現場体験を

含む実践的な内容やこれらの教育課題に対応したＦＤなどを行うなどの取組を進める

ことが必要である。また，教育委員会とも連携して学校現場に携わる教員等を教職大

学院をはじめとする大学の教職課程の教員として確保する取組も一層推進すべきで

ある。さらに，大学の教職課程における実務家教員の育成及び確保に資するため，

大学と教育委員会が連携し，例えば希望する一部の教員に対して大学と学校現場を

交互に経験させるなどの人事上の工夫を行うことにより，理論と実践の両方に強い教

員を計画的に育成し，これらの者が，最終的には大学の教職課程を担う教員として

活躍できるようなキャリアパスを構築することも考えられる。 

 

エ 「教科に関する科目」と「教科の指導法」の連携の強化 

①において，「教科に関する科目」と「教職に関する科目」の区分の撤廃について

述べたように，今後，従来の「教科に関する科目」と「教科の指導法」のより一層の連

携を図っていくことが重要となる。従来の「教科に関する科目」については，学校教育

の教科内容等を踏まえつつ適切に実施されるべきであり，このため，「教科に関する

科目」を担当する教員に対し，大学において全学的に教職課程を統括する組織等が

ＦＤを実施するなどして，教職課程の科目であることの意識を高めることが必要である。

また，「教科に関する科目」を担当する教員と「教科の指導法」を担当する教員が講義

を協働して行うといった教科と教職の連携を進めることも重要である。なお，「教科に

関する科目」と「教科の指導法」の連携の強化等の検討に当たっては，学校種ごとの

教職課程の特性を踏まえる必要がある。特に，幼稚園においては，幼稚園教育にお

ける狙いや内容を「健康」，「人間関係」，「環境」，「言葉」，「表現」の領域別に幼稚園

教育要領に示しつつ，幼稚園における生活の全体を通じて総合的に指導するという

幼稚園教育の特性を踏まえて検討を深める必要がある。 

また，「教科に関する科目」の中に「教科の内容及び構成」等の科目を設けて，学

校教育の教育内容を踏まえて授業を実施している大学もある。「教科に関する科目」

と「教職に関する科目」の区分が撤廃されることとなった場合，その趣旨を踏まえ，各

大学の自主的な判断の下，このような取組が更に拡大していくことが期待される。 
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特に，教職大学院や教員養成大学・学部においては，教員養成に資する「教科に

関する科目」の取組を充実させることが重要である。このため，他学部等と連携し，高

度かつ最新の専門的知見に基づく科目を開設することや，前述の「教科の内容及び

構成」に関する科目を積極的に「教科に関する科目」等として位置付けて実施するな

どの工夫を行うことが強く求められる。 

なお，これらの取組は，各大学において，教職課程における特色ある取組として，

その自主的・主体的な判断の下行われるべきものであり，今回の措置は，あくまでも

各大学が従来型の「教科に関する科目」と「教科の指導法」を設けることを妨げるもの

ではなく，上述のような取組を行うことも可能とするという，各大学の裁量を拡大する

ことを目的とするものである。 

また，両科目の統合が行われた場合においても「教科の指導法」関連科目のうち

一定単位数は必修とすべきであり，その単位数をどの程度にするかについては引き

続き検討する。 

 

（４）新たな教育課題に対応した教員研修・養成 

◆ 概要 

新たな課題 研修 養成 

アクティブ・ラーニングの視

点からの授業改善 

・特定の教科ではなく学校

全体の取組としてアクティ

ブ・ラーニングの視点に資

する校内研修を推進 

・免許状更新講習の選択

必修科目として主体的・協

働的な学びの実現に関す

る科目を追加 

・児童生徒の深い理解を

伴う学習過程の理解や各

教科の指導法の充実 

・教職課程における授業そ

のものをアクティブ・ラーニ

ングの視点から改善 

ＩＣＴを用いた指導法 ・ＩＣＴを利活用した授業力

の育成や，児童生徒のＩＣ

Ｔの実践的活用や情報活

用能力の育成に資する指

導のための研修を充実 

 

・ＩＣＴの操作方法はもとよ

り，ＩＣＴを用いた効果的な

授業や適切なデジタル教

材の開発・活用の基礎力

の養成 

道徳教育の充実 ・「特別の教科」としての道

徳科の趣旨を踏まえ，道

徳科の目標や内容を理解

し，児童生徒が議論する

問題解決的な学習への一

・「特別の教科」としての道

徳科の趣旨を踏まえ，教

職課程における理論面，

実践面，実地経験面から

の改善・充実 
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層の転換を図るなど計画

的な研修の充実 

・道徳教育に関する校内

研究や地域研究の充実，

「道徳教育推進リーダー教

師（仮称）」の育成 

外国語教育の充実 ・各地域の指導者となる

「英語教育推進リーダー」

の養成を推進し，小中高

の接続を意識した指導計

画の作成や学習到達目標

を活用した授業改善など

について指導・助言を実施 

・免許法認定講習の開設

支援等による小中免許状

の併有促進 

・大学，教育委員会等が参

画して教員養成に必要な

コアカリキュラムを開発し，

課程認定や教職課程の改

善・充実に活用 

・専門性を高める教科及び

指導法に関する科目を教

職課程に位置付け 

特別支援教育の充実 ・全ての教員を対象とした

基礎的な知識・技能を身

に付ける研修の実施 

・校長等管理職や特別支

援学級の担任，特別支援

学校教員等の職に応じた

専門性向上ための研修の

実施 

・（独）国立特別支援教育

総合研究所と（独）教員研

修センターとの連携による

研修の推進 

・発達障害を含む特別な

支援を必要とする幼児，児

童，生徒に関する理論及

び指導法について，教職

課程に独立した科目として

位置付け 

 

新たな教育課題への対応に当たっては，以下の方向で教員研修の改善を図ること

が適当である。 

・ 各授業の振り返りと授業での実践のサイクルを創る校内研修システムの構築が

必要である。また，各地の研修施設等での年間を通じた継続的で探究的な専門

的研修の実施，学びの過程の実践記録に基づく新たな専門性基準による認定，

大学での学び直しや専門職としての高度化等が必要である。 

・ アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善や情報の収集・活用能力に関する
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指導力の向上のためには，教科の特性を踏まえつつ，特定の教科だけの課題で

はなく，学校全体の取組として校内研修を進めることが必要である。特に，高等学

校の教員については，国民投票年齢や選挙権年齢が満１８歳以上となることなど

も踏まえて，主体的に社会に参画し自立して社会生活を営むために必要な力を育

てることや，高大接続改革の意義について理解を深め，課題の発見と解決に向け

た主体的・協働的な授業を展開することができるよう，指導力を向上させることが

必要である。また，国公私立全学校の教員のアクティブ・ラーニングに関する指導

力の向上に資するよう，免許状更新講習の選択必修科目として，主体的・協働的

な学びの実現のための指導法に関する科目を追加すべきである。 

・ ＩＣＴを用いた指導法については，教員が授業のどの場面でどのような教材を提

示すれば児童生徒の関心意欲を引き出したり，理解を促したりしやすいかという

観点や，児童生徒が学習の道具や環境として適切にＩＣＴを用いて学習を進めるこ

とを教員が促す観点を含めて，授業力の育成を図る必要がある。また，ＩＣＴの実

践的活用や情報セキュリティ等を含めた情報モラル等の情報活用能力の育成に

資する指導に向けた教員研修が必要である。 

・ 道徳教育の充実のため，新たに学習指導要領に「特別の教科」として位置付け

られた道徳科の目標や内容を理解し，児童生徒が議論する問題解決的な学習へ

の一層の転換を図るなどの計画的な研修の充実が必要である。特に中学校段階

については，扱う内容や指導方法の高度化が求められる等を踏まえ，教員の専

門的指導力を確保するための研修の充実を図る必要がある。さらには，道徳教育

に関する校内研究や地域研究を充実するための研究委嘱授業等の充実，柔軟な

発想力とリーダー性を備えた「道徳教育推進リーダー教師」（仮称）の育成等，教

員の指導力向上のための環境やスタッフの充実も必要である。 

・ 英語教育の充実のため，次期学習指導要領改訂の検討状況も踏まえつつ，国

は外部専門機関等との連携により，各地域の指導者となる「英語教育推進リーダ

ー」の養成を推進する必要がある。各地域では，上記リーダー等が教育委員会と

大学等が連携して実施する研修の企画・運営への参画，学校内外の研修講師，

公開授業の実施や，地域の英語担当教員に対する指導・助言を行う等の役割を

担い，小・中・高校の一貫した英語教育や，小学校の英語教育の専門性向上等を

推進することが期待される。具体的には，「英語教育推進リーダー」と英語教育担

当指導主事等が中心となって，小・中・高校の連携による研修の実施や，各学校

を訪問し，小・中・高校の接続を意識した指導計画の作成や「～することができる」

という形で表した CAN-DO 形式での学習到達目標を活用した授業改善などにつ

いて指導・助言を行うことなどが期待される。 

また，このような地域のリーダーの活動が可能となるような体制整備が必要で

ある。さらに，小学校教員が教科化に向けて専科指導や小・中・高校の一貫した
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学びの接続に留意した指導に当たることが可能となるよう，必要な研修を充実す

るとともに，「免許法認定講習」の開設支援等により小学校免許状と中学校英語

免許状の併有を促進する必要がある。 

・ インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育の充実のため，全て

の教員が特別支援教育に関する基礎的な知識・技能を身に付けるための研修を

実施するとともに，校長等管理職が特別支援教育に関する認識を持ち，リーダー

シップを発揮するための研修を行うことも必要である。また，小中学校等において，

特別支援教育推進の中心的役割を担う特別支援学級の担任，通級による指導の

担当教員及び特別支援教育コーディネーターの専門性を向上させるための研修

の実施に加え，必要に応じて，専門家の活用等により学校全体としての専門性を

確保する必要がある。 

・ 特別支援学校の教員には，障害の多様化や重度・重複化への対応，特別支援

学校のセンター的機能を発揮するための地域における小中学校等との効果的な

連携手法等を身に付けるための専門的な研修が求められている。 

・ 現在，独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において，都道府県等の指

導的立場の教員に対する研修を実施し，各地域の教員研修センターの中核的役

割を担っている。今後特別支援教育の充実に係る研修の実施に当たって，独立

行政法人教員研修センターとも連携し，研修を推進することが期待される。 

・ 平成２７年度から，幼保連携型認定こども園が学校及び児童福祉施設である単

一の施設として位置付けられたことをはじめ，質の高い幼児期の学校教育・保育・

子育て支援を総合的に行うための，子ども・子育て支援新制度が施行されたこと

から，幼児教育の質を高めるための取組を進めることがますます重要となってい

る。また，特別な支援を必要とする幼児への支援や事故防止・安全対策など教員

に求められる資質能力は多様化している。このため，教育内容や指導方法，指導

環境の改善等について指導・助言を行う「幼児教育アドバイザー」の養成とともに，

幼児教育に係る教員等の研修等の充実が求められる。また，円滑な幼保小接続

を図るために，幼稚園や幼保連携型認定こども園の教員，保育士，小学校教員等

が合同で研修を行い，お互いの指導方法，指導原理に関し，相互の理解を深める

ことも求められる。 

・ 東日本大震災をはじめとした自然災害や学校管理下における事件・事故災害が

繰り返し発生している現状から，全ての教職員が災害発生時に的確に対応できる

素養（知識・技能等）を備えておくことが求められている。このため，学校安全につ

いて，教員のキャリアステージに応じた研修や独立行政法人教員研修センターに

おける研修と連動した各地方公共団体における研修を充実させる必要がある。 

 

こうした新たな課題の対応を含め，個々の教科の授業における実践力だけでなく，
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子供や学校・地域の実態を踏まえて，育成すべき資質能力を踏まえて教育課程をデ

ザインして実施し，評価・改善することや，そのために必要な学校内外のリソースを活

用するために地域の人々と協働することなどを含めた，一連のカリキュラム・マネジメ

ントができる力を付けることが必要である。 

また，教員養成段階においても，上記で列挙された新たな教育課題に対応できる

力の基礎を育成できるよう，教職課程の科目全体を精選しつつ，新たな科目の創設

や既存科目の改善を図るなど，必要な見直しを行うことが必要である。この際，特に

初任段階において研修等により学ぶべき内容との整合性にも留意しつつ，検討する

ことが適当である。 

・ アクティブ・ラーニングに関する指導力や適切な評価方法は，全ての学校種の教

員が身に付けるべき能力や技能であり，教職課程において，これらの育成が適切

に行われるよう，児童生徒の深い理解を伴う学習過程やそのための各教科の指

導法に関する授業等に取り入れていくことが必要である。 

・ また，アクティブ・ラーニングの視点からの教育の充実のためには，教員養成課

程における授業そのものを，課題探究的な内容や，学生同士で議論をして深め合

うような内容としていくことも求められる。 

・ ＩＣＴを用いた指導法については，教員がＩＣＴの操作方法そのものを身に付ける

のではなく，ＩＣＴを用いて効果的な授業を行ったり，適切なデジタル教材を開発・

活用したりすることができる力や子供たちの情報活用能力の育成を行うことがで

きる力の基礎を育成すべきである。また，養成課程における指導に当たっては，

情報モラルなどの情報活用能力についても育成すべきである。また，特別な支援

を必要とする幼児・児童・生徒への指導において，ＩＣＴ活用による支援の効果が

認められており，特別支援教育に関連する科目やＩＣＴを用いた指導法等において

もこの点について触れられることが望ましい。 

・ 教職科目における道徳の指導法（又は道徳に関する科目）については，「特別の

教科」としての道徳科の趣旨を踏まえた教職課程における位置付けを検討すると

ともに，人間に対する理解を深めつつ教員としての指導力を身に付けるために，

理論面，実践面，実地経験面の三つの側面から改善・充実を図る必要がある。ま

た，幼児期や高等学校段階も含めた教育活動全体で道徳教育の一層の充実が

求められることから，教職課程全体でその取扱いの充実を考慮すべきである。 

・ 英語教育については，小学校における英語の教科化への対応や中学・高等学

校の「話す」，「書く」についての指導力の向上を図るため，大学，教育委員会等が

参画して養成・研修に必要なコアカリキュラム開発を行い，課程認定の際の審査

や大学による教職課程の改善・充実の取組に活用できるようにする。また，小学

校中学年の外国語活動導入と高学年の英語の教科化に向け，音声学を含む英

語学等専門性を高める教科に関する科目とともに，英語等についての教職に関す
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る科目を教職課程に位置付けるための検討を進めるべきである。 

・ 発達障害を含む特別な支援を必要とする幼児，児童，生徒に関する理論及びそ

の指導法は，学校種によらず広く重要となってきていることから，教職課程におい

て独立した科目として位置付け，より充実した内容で取り扱われるようにすべきで

ある。また，上記科目のみならず，各教科の指導法や生徒指導，教育相談をはじ

めとした他の教職課程の科目においても，特別な支援を必要とする幼児，児童，

生徒への配慮等の視点を盛り込むことが望まれる。 

・ さらに，地方創生や起業体験など新しい観点を踏まえたキャリア教育，生徒指導

や自然体験活動の充実，学校安全への対応，幼小接続をはじめとした学校間連

携等も課題とされているところであり，教職課程においてその取扱いの充実を図る

べきである。 

・ 他方，こうした新たな教育的課題に対応していくためには，保護者や地域の力を

学校運営に生かしていく視点も必要である。学校が地域づくりの中核を担うという

意識を持ち，学校教育と社会教育の連携の視点から，学校と地域の連携・協働を

円滑に行うための資質を養成していくことも重要となってきていることから，教職課

程においてその取扱いの充実を図るべきである。 

・ こうした新たな課題の対応を含め，前述のカリキュラム・マネジメントについて，

養成段階においてはその基礎を身に付けることが必要である。 

 

これらの教員研修，養成における内容の詳細事項については，次期幼稚園教育要

領，学習指導要領の検討状況，また，大学における実施可能性等を踏まえつつ，引

き続き検討していくこととする。 

現在，次期学習指導要領の在り方について審議が進められる中で，以下のように，

高等学校における新たな教科・科目の在り方についても方向性が示されている。  

・ 自国のこと，グローバルなことが影響しあったり，つながったりする歴史の諸相を

学ぶ必履修科目「歴史総合」（仮称）の新設。 

・ 持続可能な社会づくりに必須となる地球規模の諸課題や，地域課題を解決する

力を育む必履修科目「地理総合」（仮称）の新設。 

・ 主体的な社会参画に必要な力を，人間としての在り方生き方の考察と関わらせ

ながら実践的に育む共通必履修科目「公共」（仮称）の新設。 

・ 数学と理科の知識や技能を総合的に活用して主体的な探究活動を行う新たな

選択科目「数理探究」（仮称）の新設。 

・ 情報と情報技術を問題の発見と解決に活用するための科学的な考え方等を育

成する共通必履修科目の新設。 

・ 外国語及び国語の科目構成についても，これからの時代に求められる資質能力

を踏まえた改善を行う。 
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こうした教科・科目の趣旨を十分に理解し，それぞれの教科・科目を指導する上で

求められる指導力を培うような養成・研修の在り方について，検討が必要である。 

 

（５）教員の養成・採用・研修を通じた改革の具体的な方向性 

上記のように，研修，採用，養成の具体的方策がそれぞれ円滑に進められるととも

に，相互の関係を有機的に結びつけ，各地域の実情に応じた改善が図られる基盤と

なるような，養成・採用・研修を通じた全国的な制度の構築が不可欠である。 

学び続ける教員の養成段階から研修段階までの資質能力の向上施策を，教育委

員会，大学等の関係者が一体となって体系的に取り組むための体制の構築が不可

欠として、以下について提示する。 

 

＜学び続ける教員を支えるキャリアシステムの構築＞ 

教員が日々の業務で様々な対応に追われる中においても自己研鑽
さん

に取り組み，

学び続けるモチベーションを維持しつつスキルアップを図ることができるよう，教員の

主体的な「学び」を適正に評価し，その「学び」によって得られた能力や専門性といっ

た成果を見える形で実感できるような取組やそのための制度構築を進めていくことが

急務である。 

そのためには，教育委員会と大学等の関係者が教員の育成ビジョンを共有しつつ，

各種の研修や免許状更新講習，免許法認定講習，大学等が提供する履修証明プロ

グラムや各種コース等といった様々な学びの機会を積み上げることで，成長を動機付

ける見通しが示され，受講証明や専修免許状取得が可能となるような体制が構築さ

れる必要がある。 

このような学びの蓄積に関する取組は，工夫次第で現行制度においても対応が可

能であるが，各自治体及び大学の創意工夫によって，こうした取組をより一層進める

とともに，共通のビジョンの下で様々な連携が可能となるよう，その基盤となる全国共

通の制度として，「教員育成協議会」（仮称）の創設，教員育成指標の策定及び教員

研修計画の全国的整備を実施することが適当である。なお，これらの制度はあくまで

も手段であり，真の目的は教員が学び続けることのできる環境整備にあることを認識

することが極めて重要である。 
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＜教員育成協議会（仮称）の創設＞ 

 

◆ 国は，教育委員会と大学等が相互に議論し，養成や研修の内容を調整するため

の制度として「教員育成協議会」（仮称）を創設する。 

◆ 当該協議会においては，教育委員会と大学その他の関係者が教員の育成ビジョ

ンを共有するため教員育成指標（後述）を協議し共有する。 

◆ 当該協議会は，地域の実情に応じたものとするとともに，各主体の自主性・自律

性が生かされる仕組みとする。 

◆ 当該協議会は，養成・採用・研修における教員の主体的な「学び」を積極的に進

めるための協議・調整に取り組むべきであり，国はそのための支援を総合的に実

施する。 

 

教員の主体的な学びを支える様々な取組を進めるための基盤として，教育委員会

と大学等が相互に議論し，養成や研修の内容を調整するための制度として，「教員育

成協議会」（仮称）を創設することが適当である。 

この「教員育成協議会」（仮称）が実際に機能し，形骸化することのないような仕組

みとすることが重要である。そのため，国は各教育委員会への趣旨の周知や普及の

ための具体的方策を検討し，当該協議会においては，教育委員会と大学その他の関

係者が，教員の育成ビジョンを共有するため，協働して後述する教員育成指標を協

議し共有することが適当である。 

その際，教員の育成及びその資質能力の向上は全国的な課題であることから，

「教員育成協議会」（仮称）の設置は，後述する教員育成指標及び教員研修計画同

様，各都道府県において必ず取り組まれることが必要である。 

「教員育成協議会」（仮称）は，おおむね都道府県，政令指定都市の教育委員会単

位で組織するものとし，関係する市町村教育委員会，域内を含め周辺の教員養成大

学・学部やその他の教職課程を置く大学，関係する各学校種（幼稚園，小学校，中学

校，義務教育学校，中等教育学校，高等学校，特別支援学校及び幼保連携型認定こ

ども園等）の代表，職能団体の代表等が，国公私立を通じて参画でき得るものとする

必要がある。一方，地域の実情に応じたものとするとともに，各主体の自主性・自律

性が生かされる仕組みとすることも必要である。とりわけ，私立学校については，自

主性・自律性がより配慮される必要がある。 

なお，設置主体は，長い教職生涯の大部分について教員の育成の責任を有する

教育委員会（教員の任命権者）とし，地域の実情に応じて「教員育成協議会」（仮称）

の編成ができるよう，制度として定める構成員の範囲は，必要最小限とする必要があ

る。 

また，「教員育成協議会」（仮称）においては，教員の育成の効果的な取組のため，
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地域の実情に応じた方策の検討が求められる。例えば，養成，採用，研修に関する

教育委員会と大学との連携協力の在り方や養成カリキュラムと研修内容の相互理解，

学校インターンシップ等に関する調整，研修の協力のための協議，相互の人事交流，

教師塾等の実施等，具体的な施策等についても幅広く議論されることが期待される。 
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図６ 教員育成協議会イメージ 
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さらに，各「教員育成協議会」（仮称）は，各種の研修や免許状更新講習，免許法

認定講習，大学等が提供する履修証明プログラムや各種コース等といった様々な学

びの機会を積み上げることで，受講証明や専修免許状取得が可能となるような取組

を積極的に進めるための協議・調整に取り組むべきであり，国は，そのための支援を

総合的に行っていく必要がある。 

以上について関係法令の改正を含めた取組を講じる必要がある。 

 

＜教員育成指標の策定＞ 

 

◆ 高度専門職業人として教職キャリア全体を俯瞰
ふ か ん

しつつ，教員がキャリアステージ

に応じて身に付けるべき資質や能力の明確化のため，各都道府県等は教員育成

指標を整備する。 

◆ その際，教員を支援する視点から，現場の教員が研修を受けることで自然と目安

となるような指標とする。 

◆ 教員育成指標は教員の経験や能力，適性等を考慮しつつ，各地域の実情に応じ

て策定されるものとする。 

◆ それぞれの学校種における教員の専門性を十分に踏まえつつ，必要に応じ学校

種ごとに教員育成指標を策定することとする。 

◆ 各地域における教員育成指標の策定のため，国は各地域の自主性，自律性に

配慮しつつ，整備のための大綱的指針を示す。 

 

教員の養成・採用・研修の接続を強化し一体性を確保するためには，大学と教育

委員会が目標を共有し，連携を図りながら，当該目標を達成するためにそれぞれが

果たすべき役割を自覚し，適切に実施していくことが必要である。 

特に，近年の重要な教育課題や次期学習指導要領の検討状況も踏まえつつ，こ

れらに教員が速やかに対応できる力を効果的に育成できるようにしなければならず，

国，独立行政法人教員研修センター，教育委員会，学校，大学が互いに連携・協力し

ながら，体系的に養成及び研修を行っていくことが求められる。そのためにも，これら

の関係者間でこのような課題への対応も含む教員の育成に関する目標が共有される

ことが不可欠である。 

また，合わせて，教員が担う役割が高度に専門的であることを改めて示すとともに，

教職課程に在籍する学生や現職教員の両方にとって，教職キャリア全体を俯瞰
ふ か ん

しつ

つ，現在自らが位置する段階において身に付けるべき資質や能力の具体的な目標と

なり，かつ，教員一人一人がそれぞれの段階に応じて更に高度な段階を目指し，効

果的・継続的な学習に結びつけることが可能となる体系的な指標となるべきものが必

要である。 
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学校現場で活躍する教員にとっては，目の前の子供たちへの対応など，学校現場

で現に生じている状況に対応することに多くの時間や労力が割かれている。こうした

ことを踏まえても，現場の教員が研修を受けることで，必要な知識や技能などを自然

と身に付けることができるような支援が必要であり，その意味でも，研修実施等の目

安として，教員や教育委員会をはじめとする関係組織の支えになるものとして，共通

の体系的指標を整備することが必要である。 

こうしたことから，教員のキャリアステージに応じて身に付けることが求められる能

力を明確化する教員育成指標が全国的に整備されることが必要であり，国はそのた

めの所要の措置を講じるべきである。こうした指標の体系的な整備により，教員の高

度専門職業人としての地位の確立に寄与することが期待され，教員が自信と誇りを

持ちつつ，指導に当たることが可能になると考えられる。 

子供たちや学校，教員，地域等の実情はそれぞれ異なるため，「教員育成協議会」

（仮称）ごとに協議・調整を行い，学校と地域の連携・協働体制を構築しつつ，教員育

成指標を整備していくことが必要である。また，各地域の課題や特性を踏まえ，自主

性や自律性が最大限発揮される制度となるよう配慮が必要である。とりわけ，私立学

校については，自主性・自律性がより配慮される必要がある。 

教員育成指標は教員の経験や能力，適性，学校種等を考慮しつつ，各地域の実

情に応じて，例えば，初任段階，中堅，ベテラン，管理職や専門職段階など，ある程

度の段階に分けて策定されることが必要である。 

一方，高度専門職業人としての教員に共通に求められる資質能力，グローバル化

をはじめとする大きな社会構造の変化の中にあって，全国を通じて配慮しなければな

らない事項やそれぞれのキャリアステージに応じて最低限身に付けるべき能力など

については，各地域が参酌すべきものとして国が策定指針などにおいて大綱的に示

していくべきであり，その際には，各教育委員会や大学における先行事例を参考にし

つつ，関係者等の意見を聞きながら別途十分な検討を行った上で提示することが適

当である。 

前述したように，これはあくまでも教員や教育委員会をはじめとする関係組織の支

援のための措置であり，決して国の価値観の押しつけ等ではなく，各地域の自主性

や自律性を阻害するものとなってはならない。 

こうして整備される教員育成指標を踏まえ，各教育委員会や各大学において教員

研修や教員養成が行われることが重要である。その際，望ましい研修の在り方や実

施されるべき事項を国が参考に提示することや，国の策定指針を踏まえ，大学が教

職課程を編成するに当たり参考とする指針（教職課程コアカリキュラム）を関係者が

共同で作成することで，教員の養成，研修を通じた教員育成における全国的な水準

の確保を行っていくことが必要である。ただし，その一方で具体的な養成や研修の手

法等については，養成を担う各大学や研修を担う各教育委員会の自主性，自律性に

委ねられるべきである。 
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＜教員研修計画の策定＞ 

 

◆ 各都道府県等の教育委員会において，地域ごとの教員育成指標を踏まえ，体系

的な教員研修計画を策定し研修を実施する。 

◆ 各都道府県等は，それぞれの学校種における教員の専門性を十分に踏まえつつ，

必要に応じ学校種ごとに教員育成指標を策定する。 

◆ 国は，教員育成指標や教員研修計画の策定・更新のため，各地域における情報

を集約し，恒常的に調査・研究する全国的な拠点を整備する。 

 

都道府県等の教育委員会は，地域ごとの教員育成指標を踏まえ，地域ごとの体系

的な研修計画を策定し，研修・研究機能を高め，当該研修計画に基づき各種研修を

行うことが適当である。また，大学においては，教職課程コアカリキュラムや地域ごと

の教員育成指標を踏まえつつ，大学として養成すべき教員像を明確にし，既存の科

目構成・内容を見直すなど教職課程の改善充実を図ることが適当である。 

例えば義務教育段階において，市町村の教育委員会は域内の都道府県ごとに策

定される教員育成指標や研修計画を踏まえ，市町村独自の研修目標や研修計画を

策定することが期待される。また，市町村教育委員会や教員研修施設，学校などは

都道府県等の教育委員会が定めた教員育成指標や研修計画を踏まえ，教員の資質

能力の育成に関するより具体的な研修目標を定めて研修を実施していくことが期待さ

れる。 

また，各地域で策定される研修計画については，教員育成指標を踏まえたもので

あるとともに，教員育成指標同様，幼稚園，小学校，中学校，高等学校，義務教育学

校，中等教育学校，特別支援学校及び幼保連携型認定こども園等のそれぞれの学

校種における教員に求められる専門性等を十分に踏まえつつ，必要に応じ学校種ご

とに策定されるべきものである。 

教員育成指標は，研修を通じた教員のスキルアップの指針となるものであるが，教

員の成長は必ずしも研修のみで図られるものではなく，人事異動などにより複数の学

校を経験するといったこと自体で大きく成長するものである。教職生涯を通じた職能

開発の視点が重要であり，教員育成指標はそうした研修以外のあらゆる成長の手段

においても活用されるべきものである必要がある。 

さらに，各地方において教員育成指標や教員研修計画を策定・更新する際には，

それぞれの地域における内容や教員育成指標と教員研修計画の規定内容の関係性

などといった情報が必要になってくることから，そうした情報を集約しつつ，これらにつ

いて恒常的に調査・研究し，各地方に助言できるような全国的な拠点が必要である。

一方，（１）⑤を踏まえればこうした拠点として独立行政法人教員研修センターがその

役割を担うことが適当である。 
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また，「教員育成協議会」（仮称）において授与される受講証明の質の保証などに

関する調査・研究などについても，当該全国的な拠点が行うことが適切であり，将来

的には質の保証そのものにも関与する仕組みを検討することも考えられる。 
 

 

図７ 教員育成指標を目安とした各種研修・講習等の位置付け（イメージ） 
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（６）教員免許制度に関する改革の具体的な方向性 

 

◆ 国は，義務教育学校制度の導入に伴い，教科に関する高い専門性を持つ中学校

等の教員を小学校の教員として活用しやすくするため，中学校の免許状所持者が

義務教育学校の前期課程において教科等に加えて学級担任も可能にするよう制

度改正を行う。 

◆ 国は，現職教員の他校種免許状の併有を促進するため，取得しようとする免許

状に関係する学校における勤務年数を新たな免許状取得の際の単位数に換算で

きるようにする。 

◆ 国は，特別免許状授与の際，授与権者が意見聴取する対象者の弾力化を行う。 

◆ 国は，平成３２年までにおおむね全ての特別支援学校教員が当該学校教諭等免

許状を保有することを目指し，現職教員に対する免許法認定講習の開設支援，独

立行政法人国立特別支援教育総合研究所による免許法認定通信教育の実施，養

成段階での免許状取得促進等の取組を推進する。 

 

今回，教員免許制度については，相当免許状主義（教育職員になることができる

者は，相当する学校の相当する職及び教科に対応した免許状を保有する者に限られ

る。）を引き続き維持することを前提とする。 

その上で，平成２７年度から幼保連携型認定こども園が学校及び児童福祉施設で

ある単一の施設として位置付けられたことや学校種間の円滑な接続の問題，様々な

教育課題への対応のため，多様な人材を学校現場に配置可能とするなど，園や学校

現場のニーズに対応できる柔軟かつ効果的な運用ができるよう，制度を見直すことと

する。 

なお，学校種横断的な免許状の創設等の課題については，教員養成部会におい

て今後免許状制度の総合的な在り方について検討する中で議論を行う。 

 

①中学校及び高等学校の教諭の免許状所持者による小学校での活動範囲の拡大 

教育職員免許法第１６条の５により，中学校及び高等学校の教諭の免許状を有す

る者は，「それぞれの免許状に係る教科に相当する教科その他教科に関する事項で

文部科学省令で定めるもの」の教授又は実習を担当する小学校の教諭等となること

ができることとされている。 

本制度により，中学校及び高等学校の教諭等が自ら有する免許状の教科に関連

する小学校の教科等の指導を行うことができるようになっており，小学校における専

科担任制の円滑な導入や小中一貫教育の効果的な実施が可能となる。 

本年６月に学校教育法等の一部を改正する法律が制定され，義務教育学校が平

成２８年４月より導入されることが予定されており，これを契機として，全国的に小中
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一貫教育の取組が一層進むことが予想される。また，小学校における外国語教育の

更なる充実などが検討される中，教科に関する高い専門性を持つ中学校の教員等を

小学校において活用しやすくするため，教科等の指導に加え学級担任としての活動

も可能にするよう制度改正を行うことが必要である。 

なお，本措置により中学校の教員等を小学校又は義務教育学校の前期課程の教

員として配置する場合には，任命権者等は小学校における組織，教育内容，学級運

営等に関しあらかじめ研修を行うよう法令上措置すべきである。 

 

②教員の教職経験を考慮した免許状併有の促進 

教育職員免許法別表第８により，ある学校に一定年数以上の勤務経験のある教

員が，他の学校種の普通免許状を取得しようとする場合，当該学校における勤務経

験年数を考慮し，軽減された単位数で普通免許状を取得することが可能となっている。

その場合に必要な単位は，大学における通常の講義のみならず，大学や教育委員

会等が文部科学大臣の認定を受けて開設する講習や公開講座においても取得可能

とされている。 

今後，各自治体の実情を考慮しつつ，小中一貫教育の推進や多様な教育課題へ

の対応等により，教員が学校種を越えて活躍する機会が広がっていくことが想定され

るため，本措置による免許状併有を促進していくことは有益である。このようなことか

ら，現職教員の他校種免許状の併有を促進するため，本措置による併有を行いやす

くするよう制度を改善することが必要である。 

具体的には，取得しようとする免許状に関係する学校における勤務年数（例：中学

校音楽の免許状を所持する者が，免許状を持たない小学校で音楽専科の教諭等とし

て勤務した年数）を，免許状を取得するために必要な単位数に換算可能として，新た

な免許状の取得のための負担を軽減することにより，異なる学校種の免許状の併有

を促進することが考えられる。 

勤務年数の単位数への換算については，現行の教育職員免許法別表第８による

単位数の軽減措置による軽減単位数を踏まえ，１年につき３単位程度とすることが適

当である。なお，教職経験のみをもって免許状を取得することができるようにすること

は望ましくなく，最低でも必要な単位の半数程度は大学等における学びにより修得す

べきものとすることが適当である。 

例えば，小学校普通免許状を持ち小学校に３年以上の勤務経験を有する教員が，

中学校普通免許状（二種）を取得しようとする場合，現行制度では，大学等における

認定講習等で１４単位を取得することが必要である。しかし，本措置を講じることによ

り，当該教員が中学校や義務教育学校等で２年の勤務の経験を有していた場合，例

えば１年間の勤務経験を３単位と換算して，６単位（３単位×２年）分を取得したものと

見なし，残り８単位で免許状を取得可能とすることが考えられる。 
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③特別免許状制度の手続等の改善 

特別免許状は，普通免許状を持っていないが優れた知識経験等を有する者を教

員として迎え入れることにより，学校教育の多様化への対応や，その活性化を図るこ

とを目的としている。 

４．（２）③でも述べたとおり，制度創設以来，授与基準が著しく高いことや授与基準

が未整備であることから活用が不十分であった。このため，平成２６年６月に各都道

府県教育委員会に授与基準の弾力化を進めるよう依頼し，各都道府県において授与

基準の弾力化を図る取組が進んでいる。 

特別免許状の授与を行う場合，授与権者は，あらかじめ，学校教育に関し学識経

験を有する者等の意見を聴かなければならないこととされているが，この学識経験を

有する者とは，①認定課程を有する大学の学長又は認定課程を有する学部の学部

長，②小学校，中学校，高等学校，中等教育学校又は特別支援学校の校長，③その

他学校教育に関し学識経験を有する者とされており，意見を聴取する対象者が極め

て限定されている（例えば副学長や教頭は対象とされていない。）ことから，手続に係

る事務負担が大きく，迅速な授与が困難になっているとの課題が指摘されている。 

このような状況を踏まえ，特別免許状の授与を一層促進するため，意見聴取の対

象者の弾力化を行うことが必要である。 

一方，今後各地域において教員育成指標が整備されれば，特別免許状を授与さ

れた教員についても同指針に基づき示される教員として必要とされる能力や専門性

を身に付けていくことが求められる。このため，特別免許状を有する教員の任命権者

等は，これらの者を対象とした研修を十分に行うなど必要な措置を講じることが求め

られる。 

なお，特別免許状の授与に当たっては，博士の学位，海外の教員資格やＴＥＳＯＬ

修士の保有なども含め，授与を受けようとする者の様々な学修履歴や経験を考慮し，

総合的に判断することが望ましい。 

 

④特別支援学校教諭等免許状の所持率向上 

特別支援学校の教員は，幼稚園，小学校等の免許状に加えて，特別支援学校教

諭免許状を所持しなければならないが，相当免許状主義の例外として，教育職員免

許法附則第１６項において，当分の間特別支援学校教諭免許状を所持しなくても特

別支援学校の教員となることができるとされている。 

そのため，特別支援学校の教員の特別支援学校教諭等免許状の所持率は，７２．

７％にとどまっている。しかし，特別支援学校の教員は子供一人一人の障害に応じた

適切な指導が求められるほか，障害の多様化や重度・重複化への対応，特別支援学

校が地域の特別支援教育のセンター的機能を発揮する必要性等から，これまで以上

に特別支援学校の教員としての専門性が求められている。 
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このため，教育職員免許法附則第１６項の廃止も見据え，平成３２年度までの間に，

おおむね全ての特別支援学校の教員が免許状を所持することを目指し，国が必要な

支援を行うことが適当である。集中的に所持率の向上を図るためには，都道府県教

育委員会等，学校設置者における特別支援学校の教員の採用や配置，研修等を通

じた取組を求めるとともに，国においても，現職教員に対する免許法認定講習の開設

支援や，独立行政法人国立特別支援教育総合研究所による免許法認定通信教育の

実施，養成段階での免許状取得促進等の取組を進めることが考えられる。 

また，小中学校の特別支援学級や通級による指導の担当教員は，教育職員免許

法上特別支援学校教諭免許状の所持は必要とされていないが，特別支援学級等で

の指導のみにとどまらず，小中学校における特別支援教育の重要な担い手であり，

その専門性が校内の他の教員に与える影響も極めて大きい。 

そのため，小中学校の特別支援学級担任の所持率も現状の２倍程度を目標として，

特別支援学校教諭免許状の取得を進めることが期待される。 
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（７）教員の資質能力の高度化に関する改革の具体的な方向性 

 

◆ 教職大学院については，量的な整備を行いながら，高度専門職業人としての教

員養成モデルから，その中心に位置付けることとし，現職教員の再教育の場として

の役割に重点を置きつつ，学部新卒学生についても実践力を身につける場として

質的•量的充実を図る。 

◆ 教職大学院は独立行政法人教員研修センターとも連携し，大学と教育委員会•学

校との連携•協働のハブとなり，学部段階も含めた大学全体の教員養成の抜本的

な強化や現職教員の研修への参画など地域への貢献の充実を図る。 

◆ 新任教員の任用に当たり，教職大学院修了者向けの採用試験の実施，名簿登

載期間の延長や初任者研修免除などのインセンティブを付与することの検討を行

う。また，現職教員については教職生活全体のキャリアの中に教職大学院での学

びを位置付け，管理職コースの設置や教育委員会との連携による管理職研修の

開発•実施を行う。 

◆ 教職大学院について，履修証明制度や科目等履修制度の活用等により現職教

員が学びやすい仕組みのための環境を整備するとともに，学校現場を基軸とした

教育課程の編成•管理を行い，地域性を踏まえ，各教職大学院の強み•特色を示し

ていく。 

◆ 国は，教員の資質能力の高度化を図るため，「教員育成協議会」（仮称）における

協議において教職大学院における授業履修や研修の成果を専修免許状の取得や

能力証明に結びつける方策について検討する。 

◆ 国公私立大学の教員養成系以外の大学院における教員養成の取組について一

層の充実を図る。 

 

①拡充期を迎えた教職大学院の在り方 

教職大学院は，地域の教育委員会・学校との密接な連携の下で，力量のある教員

のためのモデルを制度的に提示することを目的として創設され，①新しい学校づくり

の有力な一員となり得る新任教員の養成，②管理職候補者をはじめとする指導的役

割を果たし得るスクールリーダーの養成，の二つを目的・機能として有しており，平成

１９年度に制度化されて以降，平成２７年４月現在で２２都道府県の２７大学に設置さ

れている。 

教職大学院では，実習を中心として，理論と実践を往還する探究的な省察力を育

成する体系的な教育課程，実務家教員と研究者教員から構成されるチームによる指

導体制，現職教員学生と学部新卒学生が協働して学び合う学修形態，学校現場の

今日的な課題を題材とした，事例研究や討論を中心とした授業方法，など多くの特色

を有している。 
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各大学においては，教職大学院設置後，大学と教育委員会・学校との連携・協働

が強化されるとともに，学び続ける教員の高度化を図りながら，学校現場が直面する

諸課題の構造的・総合的な理解に立って幅広く指導性を発揮できる実践力のある教

員の養成が進められており，教職大学院は，質的な面から教員の高度化に貢献をし

てきた。 

一方，平成２４年８月の中央教育審議会答申22では，教職大学院の設置されていな

い都道府県においても，大学と教育委員会との連携・協働により，教職大学院の設置

を推進することを提言するとともに，国立の教員養成系修士課程については，高度専

門職業人としての教員養成機能は原則教職大学院に移行させることとしている。なお，

当面は，現在の修士課程入学定員の規模や役割を踏まえながら，教職大学院の量

的な整備を行っていくことが必要であり，その際，教科教育などの修士課程で主とし

て担ってきた能力をどのように教職大学院で養成するか，「チーム学校」を形成する

教員としての力量をどのように育成するか，教員研修とどのように連動させるかとい

ったことについて検討する必要がある。特に教科教育について，教育実践的要素を

取り入れた教科指導力の向上を目指すコースの整備などにより，従来国立の教員養

成系修士課程で受け入れていた学生の受皿となるような仕組みの構築も必要であ

る。 

上記の方針を踏まえ，今後は，教職大学院は，質的な面のみならず，量的な面で

も大学院段階での教員養成の主軸として捉え，高度専門職業人としての教員養成の

モデルから，その中心に位置付けることが必要である。その際，当面は，教職生活全

体を見据えた，現職教員の再教育の場としての役割に重点を置きつつ，学部新卒学

生についても実践力を身に付けさせ教員として輩出することとする教職大学院が大

学と教育委員会・学校との連携・協働のハブとなり，学部段階も含めた大学全体の教

員養成の抜本的な強化や，現職教員の研修への参画など地域への貢献の充実を図

ることが求められる。また，教職大学院の中には，教育委員会と連携し，現職教員の

育成のみならず地域や学校における教育改革の取組を支援し成果を上げている例も

あることから，このような取組を進めていくことにより，教育委員会と教職大学院の連

携がより一層促進・強化されることも期待される。 

教職大学院の設置拡充に伴い，新任教員の採用に当たり，大学院修了者向けの

採用試験の実施，名簿登載期間の延長や初任者研修の免除などによりインセンティ

ブを付与することや，現職教員については，教職大学院における履修の促進方策の

検討に加え，教職大学院の学びを教職生活全体のキャリアの中に明確に位置付ける

ことも重要である。また，拡充期を迎えた教職大学院では，「チーム学校」を形成する

教員としての力量を育成できるカリキュラムの充実に努めるとともに，教育委員会の

                                                                                                                                                     
22  「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策（答申）」（平成２４年８月２８日中央教育審

議会） 
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行う教員研修の中核的パートナーとして役割を果たすことが求められている。このた

めにも，教職大学院でのこれまでの成果や学びの有効性・メリットなどについての対

外的な広報を強化するとともに，更なる教育委員会との連携・協働により，学校現場

での実践に即した教育内容への改善・充実を図ることで，入学のための動機付けや

ニーズを高めることも可能となる。 

さらに，教職大学院において，現職教員の中でも，従来のミドルリーダーの養成と

ともに，教育委員会のニーズに合わせて，管理職候補者となる教員に対する学校マ

ネジメントに係る学修の充実を図り，管理職コースを設置することや，教育委員会と

の連携による管理職研修を開発・実施することも必要である。その際，独立行政法人

教員研修センターと連携し，現職教員の学びの質を向上させる仕組みも検討する必

要がある。また，現職教員学生と学部新卒学生の力量の差を踏まえると，コースで明

確に所属分けをするとともに，一部の科目で学び合いもできる環境も必要である。 

あわせて，原則，各都道府県に教職大学院が設置されることとなる。現在，各教職

大学院は，入学する者の４割以上を現職教員が占めており，今後は現職教員がより

学びやすい仕組みに改善するとともに，各教職大学院の強み・特色をカリキュラム構

成やコース設定などで明確に示していく必要がある。現職教員が学びやすい仕組み

については，従来の長期履修の仕組みや後述する②の仕組みとともに，履修証明制

度や科目等履修制度の活用等により，教職大学院入学前に一定程度の教育を受け，

自校に勤務しながら学べることなどが可能な仕組みを充実させつつ，将来的には全

ての教員が大学院において学修できるような環境整備が必要である。また，教職大

学院は，学校現場を基軸にした教育課程の編成・管理（カリキュラム・マネジメント）を

行うことにより，チーム学校を支えながら，地域交流を支援する存在となるべきである。

その際，大学によっては，設置される地域からのニーズのみならず，県域を越えて広

域型のニーズを踏まえたものとすることも必要である。 

このように，各都道府県の教育委員会ごとに「教員育成協議会」（仮称）が設置され，

それらと併せて教職大学院が設置されるとともに，独立行政法人教員研修センターと

の連携が図られることで，教職生活全体を通じた教員の能力形成を支援するネットワ

ークが，全国的にも，各地域にも構築される立体的なものとなり，教員の資質向上の

全国的な充実が図られることが期待される。 

 

②教職大学院を中心とした大学における履修証明制度の活用等による教員の資質

能力の高度化 

複雑化，多様化する教育課題に対応するためには，教員の資質能力について一

層の高度化が図られなければならない。 

そのためには，将来的には教員養成の大学院レベル化も視野に入れつつ，教職

大学院を中心とした大学と教育委員会が連携しながら教員の養成や研修を進めてい
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くことが必要である。また，教員がこれらの方法により学習した成果を専修免許状の

取得や能力証明（サーティフィケート）に結びつけられる方策も重要である。これらに

より，一人一人の教員が自ら学び続ける意欲を高め，ひいては高度専門職業人とし

ての教員の地位の確立にも寄与することが期待される。 

当面の取組としては，例えば以下のようなものが考えられる。 

 ア 教職大学院等において，現職教員等を対象に履修証明プログラムを開設し，大

学院レベルの高度で専門的な内容のプログラムを提供する。その際，現職教員に

受講しやすいよう，１２０時間以上行うこととされている履修証明プログラムを，例

えば「教科指導コース」，「生徒指導コース」，「学校経営コース」など複数のコース

に分割し，現職教員の判断により，これらのコースの一つ又は複数を履修できるよ

うにすることも考えられる。その場合，コースの修了のみであればコース修了証を

授与する。 

 イ 教職大学院等と教育委員会が連携し，現職教員を対象とした研修や免許状更

新講習を行い，当該研修による学習の成果を教職大学院において単位認定する

ことや，これらの研修について文部科学大臣の認定を受けて「認定講習」とするこ

とにより単位認定を可能とする。 

 

上記アやイの方法，又は，アとイを混合した方法により必要な単位を満たした現職

教員に対しては，教育職員免許法別表第３により専修免許状の授与が可能となる。

さらに，専修免許状の授与につながらなくても，上記アの履修証明プログラムの全部

又は一部を修了することにより履修証明証やコース証明証が授与され，受講した教

員の能力証明（サーティフィケート）としての役割を果たすことが可能である。なお，そ

の際，教員が自らの職能成長をデザインできるように，研修履歴をファイルしポートフ

ォリオを作成するシステムを「教員育成協議会」(仮称)が構築することで，教員の主体

的な将来設計を促すことができる。 

任命権者においては，現職教員の学び続ける意欲を高め，その資質能力の高度 

化を図るため，「教員育成協議会」（仮称）の場を活用することなどにより，大学と十分

連携した上で，教職大学院等における授業や研修等の成果である履修証明証やコー

ス修了証，さらには専修免許状を取得した者について人事上の配置や昇進，処遇へ

の反映等のインセンティブを付与することについて今後積極的に対応していくことが

期待される。 
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図８ 履修証明制度の活用等による教員の資質能力の高度化（イメージ） 

 

③教員養成系以外の修士課程等における教員養成機能の充実 

教員養成の高度化を図っていくためには，国公私立大学の教員養成系以外の大

学院における教員養成の取組について，「教員育成協議会」（仮称）に参画するなど

一層の充実も必要であり，これらの教職課程においては，アクティブ・ラーニングの視

点を踏まえた実践的指導力を保証する取組を進めつつ教科等の一定の分野につい

て学問的な幅広い知識や深い理解を強みとする教員の養成を行うことが求められ

る。 

このため例えば，教職大学院等との連携を図ることにより，教科の指導法等の「教

職に関する科目」や「教科の内容及び構成」に関する科目など教員養成に資する実

践的な科目を開設するなどの取組を進めていくことが考えられ，過去の中央教育審

議会答申における提言を踏まえつつ，今後，引き続きこの問題について検討してい

く。 

また任命権者においては，これらの教職課程を経て専修免許状を取得した者につ

いても，教員採用や人事上の配置・昇進，処遇への反映を行うなど，教員養成の高

度化を促進する観点からインセンティブとなる取組を進めていくことが期待される。 

さらに，学校に対するニーズの複雑化・多様化や社会全体の高学歴化に対応して，

より高い専門性を持った人材の確保も重要であることから，博士号取得者が実践的

な指導力を身に付け専門的な知識との統合を図ることにより，教職を目指しやすくす

るための仕組みも期待される。 
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５．今後の検討について 

以上，教員の養成・採用・研修の一体的改革を基本とした具体的方向性やその制

度設計の在り方について，教員養成部会における審議検討を基に答申（案）として取

りまとめた。本答申（案）においては，教員の養成・採用・研修を通じた一体的制度改

革として，「教員育成協議会」（仮称），教員育成指標，教員研修計画等といった連携・

協働の基盤的整備により高度専門職業人として学び合い，高め合う教員を育成・支

援するキャリアシステムの構築等について提言した。また，研修，採用，養成，免許

制度等に関するそれぞれの課題に対する提言を行った。このため，答申（案）に「学び

合い，高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて」という副題を付した。 

本答申（案）で提言した内容は，教員制度全般に及ぶ広範囲なものであり，全ての

施策が遂行されるまでにはある程度の時間が掛かるかもしれないが，国，教育委員

会，国公私を通じた大学，その他の学校等，様々な関係者が相互に連携しつつ，多

忙化の解消による研修機会等の確保や財源の確保などの環境整備も含め，自ら学

び続ける教員の支援となる施策の具体化が図られることを期待する。その際には，国

民やそれぞれの地域社会等の幅広い理解や協力が不可欠であり，こうしたことも意

識しつつ，着実に施策が実行に移されることが重要である。 

なお，本文にも記述したとおり，教育課程の基準等の在り方について審議を引き続

き行っている。これらの審議を踏まえた免許制度改革等については，引き続き追加的

に審議を行い，改めて提言等を行っていくこととしたい。 

 

図９ 学び続ける教員を支えるキャリアシステム（将来的イメージ） 


